
日
本
の
対
中
国
電
気
通
信
事
業
投
資
に
つ
い
て

ー
!
満
州
事
変
期
を
中
心
に
ー
ー
ー

疋

田

康

行

は
じ
め
に

本
稿
は
、
満
州
事
変
期
の
対
中
国
電
気
通
信
事
業
へ
の
日
本
の
投
資
を
と
り
あ
げ
、
当
該
期
日
本
の
資
本
輸
出
の
特
質
の
一
端
を
明
ら

か
に
す
る
こ
と
を
目
的
に
し
て
い
る
。

す
で
に
我
々
は
、
戦
前
日
本
の
対
中
国
投
資
が
、

「
行
政
権
の
な
い
地
域
へ
の
間
接
投
資
H
借
款
か
ら
、
そ
の
行
詰
り
の
中
で
強
行
さ

れ
る
軍
事
占
領
で
依
備
政
権
下
の
直
接
投
資
へ
と
全
面
的
に
推
展
す
る
」
こ
と
を
強
調
し
て
き
た
。
本
稿
が
対
象
と
す
る
電
気
通
信
事
業

に
お
い
て
も
、
こ
の
こ
と
は
基
本
的
に
妥
当
す
る
。
す
な
わ
ち
、
有
線
電
信
借
款
や
交
通
部
電
話
拡
張
借
款
、
海
軍
部
受
橋
無
電
台
札
拠

な
ど
の
第
一
次
大
戦
期
の
借
款
に
か
わ
っ
て
、
第
一
表
に
示
し
た
よ
う
に
、
満
州
電
信
電
話
株
式
会
社
(
以
下
、
満
州
電
々
と
略
す
)
を

は
じ
め
と
し
て
、
日
本
支
配
下
の
保
価
政
権
と
の
合
弁
特
殊
会
社
が
つ
ぎ
つ
ぎ
に
設
立
さ
れ
て
い
っ
た
の
で
あ
る
。

借
款
供
与
の
目
的
に
は
、
別
稿
で
指
摘
し
た
よ
う
に
、
帝
国
拡
大
の
た
め
の
日
本
独
自
の
ア
ジ
ア
国
際
電
気
通
信
網
建
設
の
一
環
と
し

日
本
の
対
中
国
電
気
通
信
事
業
投
資
に
つ
い
て
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電気通信会社

華北電信電話株式会社| 華中電気通信株式会社 | 度門電気通信株式会社

1938年8月1日 1938年8月1日 1940年11月

北支那開発 26万株 中支那振興 12万株 国際電気通信 0.56万円

満州電信電話 8万株 国際電気通信 4万株

日本電信電話工事8万株 日本電信電話工事2万株

国際電気通信 8万株 日本電気ほか 2万株

臨時政府 20万株 藤倉電線/沖電気

(内12万株は現物出資〉 富士電機/東京製線

その他

維新政府 10万株

合計 70万株 合計 30万株

10，000万円

電信・電話 | 電信・電話 電信・電話

北支那派遣軍 中支那派遣軍 海軍陸戦隊

平津通信総局 華中電信公司

華北電政総局

満州電信電話会社 台湾総督府逓信局

逓信省 日本電信電話工事会社 国際電気通信会社

て
、
川
国
際
電
気
通
信
独
占
体
に
よ
る
ア

ジ
ア
国
際
電
気
通
信
支
配
体
制
を
排
除
、

あ
る
い
は
こ
れ
に
食
い
込
む
こ
と
、
川
山
中

国
を
は
じ
め
各
国
の
園
内
電
気
通
信
政
策

と
事
業
を
掌
握
す
る
こ
と
、
川
ア
ジ
ア
を

電
気
通
信
器
材
の
独
占
的
輸
出
市
場
と
し

て
確
保
し
、
製
造
技
術
の
未
熟
な
分
野
で

も
大
量
受
注
に
よ
り
技
術
蓄
積
を
進
め
る

」
と
な
ど
が
あ
り
、
個
々
の
借
款
で
は
こ

れ
ら
の
目
的
が
重
畳
し
て
い
た
。
こ
れ
に

対
し
合
弁
特
殊
会
社
設
立
は
、
結
論
を
先

取
り
す
る
こ
と
に
な
る
が
、
行
政
実
権
の

掌
握
に
よ
る
投
資
環
境
の
「
安
定
」
に
よ
る

面
も
あ
る
が
、
政
治
的
に
は
日
本
側
(
と

く
に
軍
部
)
の
各
地
で
の
通
信
実
権
掌
握

より作成。

の
要
求
と
低
価
政
権
の
「
通
信
主
権
の
尊

重
」
と
の
妥
協
の
産
物
で
あ
り
、
経
済
的



中国占領地第 1表

蒙彊電気通信設備株式会社満州電信電話株式会社名社会

日

創
立
時
主
要
株
主

4万株

8万株

8万株

4万株

1938年3月5日

蒙彊聯合委員会

蒙彊銀行

日本電信電話工事

国際電気通信

1933年 8月31日

日本政府 (現物)33万株

満州政府 (現物)12万株

南満州、除道 7万株

生保団 11万株

放送協会 3万株

朝銀 2.65万株

縁故 3.35万株

一般公募 28万株

(金円18万株・国幣10万株〉

合計 100万株

立倉サ日
本
の
対
中
国
電
気
通
信
事
業
投
資
に
つ
い
て

24万株合計

1，200万円

4，400万円

5，000万円

20，000万円

当初資本金

終戦時資本金

施設(運営は蒙彊郵電総局〉電信・電話・放送・施設営業内容

関東軍関東寧特殊無線通信部

東北電政管理処

満州国交通部郵務司

設立前経営体

満州電信電話会社

満州国交通部

| 関間 信局 | 
南満州鉄道株式会社 | 

資料 『電信電話事業史』第6巻， w赤い夕陽~， w華北電々事業史~， w昭和財政史資料』など

注 撃中電信公司は，国際電気通信と日本電信電話工事の共同出資会社

関係組織

に
は
、
軍
部
主
導
の
電
気
通
信
網
建
設
を

政
府
予
算
制
度
に
拘
束
さ
れ
る
こ
と
な
く

機
動
的
に
実
施
す
る
た
め
で
あ
っ
た
。
こ

の
た
め
、
工
部
省
以
来
踏
襲
さ
れ
て
き
た

「
通
信
国
営
」
の
原
則
は
、
す
で
に
戦
間

期
の
国
際
電
気
通
信
設
備
の
民
有
国
営
化

実
施
に
よ
り
部
分
的
に
緩
和
さ
れ
て
は
い

た
が
、
占
領
地
域
に
は
適
用
で
き
や
す
、
と

く
に
中
国
東
北
部
に
隣
接
す
る
関
東
州
租

借
地
で
は
放
棄
せ
ざ
る
を
え
な
く
な
っ
た

の
で
あ
る
。

南
方
の
日
本
軍
占
領
・
支
配
地
域
に
ま

で
目
を
広
げ
る
と
、
第
二
表
に
示
し
た
よ

う
に
、
占
領
軍
当
局
の
直
営
な
い
し
国
際

電
気
通
信
株
式
会
社
の
経
営
と
な
っ
て
い

た
。
お
お
む
ね
、
軍
政
施
行
地
域
内
の
電

気
通
信
は
軍
政
当
局
が
、
間
接
占
領
地
域



南方地域における電信電話事業経営形態

| 経営主体 | 
第 2表
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考

昭和19年7月国際電通の委託
経営となる
国際電通が報道運信・手口文電
報を取り扱う
国際電通が和文電報取り扱い
に協力

備

総督府交通部

仏印政府

業務別

部

部

全

会

港

印

地域名

香

仏

タイ国政府部全イタ

軍政監部電政局地域内フィリピン

後にマニラ支局となる国 際 電 通 比 島 支 局対外無線

軍政監部電政総局地域内て7ノレビ

国際電通ピルマ支局対外無線

当初は南方総局軍政監部電政総局地域内イフてF

国際電通マライ支局対外無線

軍司令部通信局部全北ボルネオ

軍政監部通信総局地域内戸ブトスマ

国際電通スマトラ支局対外無線

軍政監部通信総局地域内ワヤジ

国際電通ジャワ支局対外無線

東インド総局同部ノ"-
1ユレベスセ

ボルネオ支局同部全南ボルネオ

後にアンボイナ支局となる局ム支フセ同部全アンボイナ

後に小スンダ支局となる局ム支フセ同部全ダン小ス

ニューギニア支局

資料 『電信電話事業史』第6巻，表35，P .480 

注 国際電気通信会社は「国際電通」と略した。

同部全ニューギニア

四

の
域
内
通
信
と
対
外
通
信

は
国
際
電
気
通
信
会
社

が
、
そ
れ
ぞ
れ
分
担
し
て

い
た
。
中
国
と
南
方
の
両

支
配
地
域
に
お
け
る
こ
れ

ら
の
電
気
通
信
事
業
体
の

株
式
保
有
の
関
係
を
、
政

府
と
民
間
資
本
を
含
め
て

第
一
図
に
示
す
。
こ
れ
か

ら
明
ら
か
な
よ
う
に
、

五
年
戦
争
期
の
日
本
占
領

地
域
に
お
け
る
電
気
通
信

事
業
は
、
特
殊
会
社
国
際

電
気
通
信
会
社
を
通
し
て

統
轄
さ
れ
、
そ
の
外
郭
企

業
に
は
住
友
・
古
河
を
中

核
と
す
る
電
椋
・
電
機
工
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と
そ
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閉
鎖
機
関
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理
委
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会
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閉
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機
関
と
そ
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亜
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所
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.
高
橋
逮

男
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書
よ
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%
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持
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地
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~ 

ノ、

業
資
本
が
参
戸
加
し
て
い
た
。
ま
た
、
満
州
電
々
は
、
華
北
電
信
電
話
株
式
会
社
の
大
株
主
で
も
あ
り
、

「
大
東
亜
共
栄
圏
」
電
気
通
信
体

制
の
副
軸
の
位
置
を
占
め
て
い
た
こ
と
も
う
か
が
わ
れ
る
。
そ
こ
で
本
稿
で
は
、
最
初
で
最
大
の
電
気
通
信
事
業
合
弁
特
殊
会
社
で
あ
る

満
州
電
々
を
主
た
る
対
象
と
し
、
さ
し
あ
た
り
日
中
戦
争
開
始
ま
で
の
時
期
を
中
心
に
し
て
、
前
記
の
課
題
に
取
り
組
む
こ
と
に
し
た

ぃ
。
な
お
、

「
満
州
」
な
ど
当
時
の
日
本
側
が
用
い
た
呼
称
に
は
「

(

1

)

柴
田
普
雅
「
第
4
章
軍
事
占
領
下
中
国
へ
の
日
本
の
資
本
輸
出
」

究
』
、
多
賀
出
版
、
一
九
八
六
年
)
、
一
二
七
頁
。

(

2

)

こ
れ
ら
の
借
款
に
つ
い
て
は
、
前
掲
書
所
収
の
各
論
文
、
と
く
に
坂
本
雅
子
「
第
5
掌
対
中
国
投
資
機
関
の
特
質
|
東
亜
興
業
、
中
日
実
業

の
活
動
を
中
心
と
し
て
|
」
、
お
よ
び
拙
稿
「
日
本
の
対
中
国
電
気
通
信
事
業
投
資
に
つ
い
て
i
借
款
を
中
心
に
l
」
(
逆
井
孝
仁
教
授
還
暦
記
念
会

編
『
日
本
近
代
化
の
思
想
と
展
開
』
、
文
献
出
版
、
一
九
八
八
年
)
を
参
照
さ
れ
た
い
。

(

3

)

前
掲
、
拙
稿
。

」
を
付
す
べ
き
だ
が
、
読
み
づ
ら
く
な
る
の
で
省
略
す
る
。

(
国
家
資
本
輸
出
研
究
会
編
司
日
本
の
資
本
輸
出
|
対
中
国
借
款
の
研

， ~ 

，~ ， 

満
州
電
信
電
話
株
式
会
社
の
設
立

(1) 

満
州
電
気
通
信
施
設
の
接
収

満
州
事
変
前
、
中
国
東
北
部
の
電
気
通
信
事
業
に
は
、
次
の
よ
う
な
も
の
が
あ
っ
た
。
ま
ず
、
中
国
側
所
管
の
事
業
と
し
て
は
、
川
東

北
軍
閥
の
東
北
電
政
管
理
処
直
営
の
電
信
・
電
話
、
川
各
地
の
県
の
経
営
す
る
電
話
、
同
民
間
会
社
・
個
人
の
経
営
す
る
電
話
が
あ
っ

た
。
ま
た
、
日
本
を
は
じ
め
と
す
る
帝
国
主
義
諸
国
の
東
北
侵
略
に
よ
っ
て
-
設
置
さ
れ
た
も
の
に
は
、
日
本
側
の
事
業
で
は
、
川
関
東
州

租
借
地
内
に
あ
っ
て
関
東
庁
逓
信
局
の
経
営
に
な
る
電
信
・
電
話
、
同
南
満
州
鉄
道
株
式
会
社
付
属
地
内
に
あ
っ
て
満
鉄
が
経
営
す
る
電

信
・
電
話
、
同
間
島
省
内
に
あ
っ
て
朝
鮮
総
督
府
の
経
営
す
る
電
話
が
あ
り
、
さ
ら
に
ロ
シ
ア
帝
国
の
権
益
を
継
承
し
た
ソ
連
の
北
満
鉄



道
の
鉄
道
電
話
(
公
衆
通
信
も
扱
う
)
が
あ
っ
た
。
こ
の
ほ
か
、
列
強
系
通
信
社
や
新
聞
社
の
大
小
の
無
線
施
設
な
ど
が
混
在
し
て
い

た
。
中
国
側
施
設
の
な
か
で
は
、
東
北
電
政
管
理
処
所
管
の
無
線
電
信
電
話
施
設
が
、
お
も
に
軍
事
目
的
の
た
め
に
ド
イ
ツ
の
テ
レ
フ
ン

ケ
ン
社
や
イ
ギ
リ
ス
の
マ
ル
コ

l
ニ
社
の
製
品
を
核
と
し
て
東
北
軍
閥
に
よ
っ
て
奉
直
戦
争
以
後
積
極
的
に
拡
大
さ
れ
て
き
た
結
果
、

「
設
備
は
最
新
の
無
線
技
術
を
雇
用
し
て
徐
す
所
な
く
、
運
用
も
亦
圏
内
主
要
地
に
通
信
網
を
張
り
更
に
進
ん
で
園
際
通
信
網
の
讃
張
を

企
園
す
る
等
淘
に
侮
り
難
き
も
の
払
日
」
と
評
価
さ
れ
る
ま
で
に
発
達
し
て
い
た
。
事
変
以
後
、
関
東
軍
は
ま
ず
東
北
電
政
管
理
処
経
営

の
諸
施
設
を
接
収
し
て
い
く
こ
と
に
な
る
。

関
東
軍
は
、

一
九
三
二
年
九
月
一
八
日
柳
条
湖
事
件
を
合
図
に
、
た
だ
ち
に
奉
天
を
占
領
、

つ
い
で
東
北
部
各
地
に
戦
線
を
拡
大
し
、

一
一
月
一
九
日
に
は
斉
々
暗
商
、
翌
三
二
年
一
月
三
日
に
は
錦
州
、
二
月
一
五
日
に
は
恰
爾
潰
と
、

つ
ぎ
つ
ぎ
に
そ
の
主
要
都
市
を
占
領

し
て
い
っ
た
。
こ
の
占
領
地
域
の
拡
大
と
平
行
し
て
軍
事
支
配
の
維
持
・
拡
大
の
た
め
、
交
通
・
通
信
網
の
掌
握
も
進
め
ら
れ
た
。
通
信

網
の
掌
握
に
つ
い
て
は
、
関
東
軍
特
務
部
に
よ
り
三
二
年
二
月
一
七
日
に
作
成
さ
れ
た
「
幣
制
、
金
融
、
財
政
、
産
業
、
交
通
ニ
闘
ス
ル

政
策
襲
」
に
、
次
の
よ
う
に
述
べ
り
れ
て
い
る
。

「
付
事
費
前
ノ
状
況

有
線
施
設
ハ
電
信
、
長
距
離
電
話
、
市
内
電
話
及
地
方
電
話
ノ
四
ア
リ

内
電
信
、
長
距
離
電
話
及
市
内
電
話
ハ
東
北
電
政
管
理
慮

之
ヲ
統
制
管
轄
ス
ル
形
式
ヲ
備
へ
タ
ル
モ
賓
体
ハ
無
ク
地
方
電
話
ト
共
ニ
個
々
別
々
ニ
経
管
サ
レ
タ
リ
、
其
ノ
施
設
中
奉
天
及
喰
爾
潰

市
内
電
話
ハ
自
働
式
ヲ
採
用
シ
タ
リ
ト
雄
其
ノ
保
修
完
全
ナ
ラ
サ
リ
シ
潟
切
角
ノ
施
設
モ
ソ
ノ
機
能
ヲ
護
揮
シ
得
サ
ル
貰
情
ニ
ア
リ
、

尚
其
ノ
他
ノ
施
設
ハ
規
模
甚
タ
小
旦
幼
稚
ナ
ル
モ
ノ
ニ
シ
テ
運
用
ハ
拙
劣
極
マ
レ
リ

無
線
施
設
ハ
軍
憲
ノ
特
種
目
的
ノ
下
ニ
甚
ダ
完
備
セ
ル
施
設
ヲ
有
シ
奉
天
ニ
ハ
国
際
無
電
蓋
ヲ
設
置
シ
又
恰
爾
漬
、
費
々
恰
商
、
吉

日
本
の
対
中
国
電
気
通
信
事
業
投
資
に
つ
い
て

七
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林
、
奉
天
相
互
間
ニ
ハ
常
ニ
完
全
ナ
ル
通
信
ヲ
行
ヘ
リ

同
事
費
後
ノ
状
況

新
ニ
東
北
電
政
管
理
慮
ヲ
設
置
シ
、
主
席
顧
問
ニ
閥
東
膳
逓
信
局
長
楼
井
事
ヲ
任
命
ス
ル
他
数
名
ヲ
顧
問
其
ノ
他
ニ
任
シ
、
事
費
後

ノ
機
闘
ヲ
恢
復
シ
統
制
管
理
ス
ル
賓
体
ヲ
備
ヘ
ツ
ツ
ア
リ

一
、
奉
天
電
話
局
ハ
機
械
保
修
不
良
ノ
結
果
機
能
ヲ
護
揮
シ
居
ラ
サ
リ
シ
潟

之
カ
手
入
ヲ
行
ヒ
十
二
月
三
十
日
使
用
ヲ
開
始
セ
リ

一
、
錦
州
溝
郁
子
、
打
虎
山
ニ
於
ケ
ル
通
信
施
設
ハ
一
月
二
十
四
日
迄
ニ
全
部
恢
復

郵
便
機
関
開
設
ト
同
時
一
二
般
公
衆
電
報
誼

電
話
事
務
ヲ
開
始
セ
リ

一
、
奉
天
錦
州
間
ニ
ハ
電
信
線
一
保
ヲ
新
設
セ
リ
(
二
月
一
日
竣
工
)

一
、
奉
天
長
春
電
信
線
ハ
十
二
月
二
十
八
日
恢
復

依
テ
奉
天
省
ト
吉
林
及
黒
龍
江
省
各
局
開
通
信
ヲ
十
二
月
三
十
日
ヨ
リ
開
始
セ

リ
一
、
喰
爾
潰
及
黒
龍
江
省
ノ
有
線
無
線
電
信
電
話
機
関
ヲ
東
北
電
政
管
理
慮
ニ
隷
麗
セ
シ
ム
ル
コ
ト
ノ
承
認
ヲ
得
ル
ト
共
ニ
一
月
十

八
日
徐
口
(
排
日
)
ヲ
罷
免
シ
沼
培
忠
ヲ
局
長
代
理
ニ
任
命
シ
更
ニ
舎
計
上
ノ
取
扱
ニ
就
テ
ハ
顧
問

岐
部
奥
平
ノ
加
印
制
ヲ
設

定
セ
リ

一
、
公
主
嶺
、
活
家
屯
、
新
民
及
四
平
街
開
原
ノ
一
部
ノ
支
那
側
市
内
電
話
ハ
支
那
側
ト
関
東
膳
逓
信
局
ト
合
議
ノ
上
日
本
郵
便
局

ニ
収
容
セ
リ

一
、
喰
爾
漬
長
春
開
通
信
線
ハ
二
月
十
日
完
全
ニ
恢
復
シ

其
ノ
他
喰
爾
潰
市
内
施
設
ノ
手
入
ヲ
行
ヒ
ニ
月
十
五
日
ニ
ハ
喰
爾
潰
、

費
々
喰
爾
及
大
連
方
面
相
互
間
ノ
和
文
電
報
取
扱
ヲ
モ
開
始
セ
リ



二
、
郵

政

支
那
側
郵
便
事
務
各
機
関
ハ
奉
天
外
各
地
共
平
常
通
リ
業
務
ヲ
継
続
シ
居
リ
事
費
ノ
影
響
砂
シ

現
在
ハ
今
回
設
置
シ
タ
ル
東
北
電
信
管
理
慮
ニ
於
テ
統
制
事
務
ヲ
管
掌
中
ナ
ル
モ
外
園
ト
候
約
上
闘
係
モ
ア
リ
今
俄
ニ
積
極
的
ニ
慮
置

ヲ
施
ス
ハ
時
機
ニ
在
サ
ル
ヲ
以
テ
各
局
及
局
員
ノ
動
静
ヲ
監
視
ス
ル
ニ
止
メ
ア
リ

将
来
ハ
新
園
家
ニ
於
テ
統
轄
管
理
セ
シ
ム
ル
方
針
ナ
リ
」

(
口
は
判
読
不
能
の
文
字
)

こ
の
よ
う
に
関
東
軍
は
、
関
東
庁
逓
信
局
の
協
力
を
得
を
得
て
、
お
お
む
ね
一
九
三
二
年
末
か
ら
三
二
年
初
頭
に
か
け
て
、
川
戦
闘
で

破
壊
さ
れ
た
日
本
側
通
信
施
設
を
修
復
す
る
と
と
も
に
、
凶
中
国
東
北
政
権
側
が
建
設
し
て
き
た
各
地
の
主
要
通
信
施
設
を
接
収
、
修

理
、
改
造
し
、
さ
ら
に
川
和
文
電
報
取
扱
を
北
部
地
域
に
も
強
制
し
拡
大
し
て
い
っ
た
の
で
あ
る
。
ま
た
、

「
政
治
的
中
立
性
」
を
標
梼

し
て
関
東
軍
の
制
圧
下
で
も
平
常
ど
お
り
事
業
を
継
続
し
た
郵
政
関
係
機
関
に
対
し
、
電
気
通
信
事
業
で
は
排
日
分
子
と
認
め
た
中
国
人

幹
部
職
員
の
更
迭
を
強
行
し
、
占
領
地
軍
政
に
不
可
欠
の
幹
線
通
信
網
を
掌
握
し
て
い
っ
た
。
な
お
、
奉
天
に
あ
っ
た
東
北
国
際
無
電
台

は
、
関
東
庁
逓
信
局
に
よ
る
修
理
が
遅
延
し
た
た
め
、
満
鉄
が
か
わ
っ
て
修
理
を
担
当
し
、
そ
の
後
も
無
電
台
の
運
営
に
携
わ
る
こ
と
と

な
つ
が
。
三
二
年
一
月
一
二
日
、
関
東
軍
は
、
軍
事
通
信
・
宜
伝
放
送
・
接
収
無
線
通
信
機
関
の
指
導
を
担
当
さ
せ
る
た
め
に
特
殊
無
繰

通
信
部
を
設
置
し
た
が
、
こ
の
組
織
は
関
東
軍
特
務
部
と
と
も
に
「
満
州
国
」
設
立
後
の
電
気
通
信
事
業
組
織
問
題
を
主
と
す
る
通
信
政

策
の
立
案
に
も
か
か
わ
っ
た
の
で
あ
る
。

(2) 

現
地
案
の
作
成

満
州
健
偏
政
府
の
設
立
が
具
体
化
し
電
気
通
信
設
備
の
基
幹
部
分
が
掌
握
さ
れ
た
こ
と
か
ら
、
こ
の
政
府
の
も
と
で
電
気
通
信
の
管
理

運
営
を
ど
の
よ
う
に
お
こ
な
う
の
か
と
い
う
政
策
課
題
が
、
早
急
に
結
論
を
出
さ
ね
ば
な
ら
な
い
問
題
と
な
っ
て
き
た
。

日
本
の
対
中
国
電
気
通
信
事
業
投
資
に
つ
い
て

九
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関
東
軍
は
、
奉
天
を
掌
握
し
た
一
九
コ
二
年
九
月
二
二
日
、
対
満
政
策
に
関
す
る
幕
僚
会
議
を
開
催
し
、
保
価
政
府
を
組
織
す
る
が
対

ソ
戦
略
上
国
防
・
外
交
は
日
本
側
が
掌
握
す
る
と
と
も
に
、
交
通
通
信
の
主
な
も
の
も
日
本
が
管
理
す
る
と
い
う
原
則
的
方
針
を
た
て
て

い
た
。
さ
ら
に
一
二
月
八
日
に
、
関
東
軍
第
三
課
が
「
満
蒙
開
護
方
策
案
」
を
作
成
し
、
電
気
通
信
を
「
全
満
統
一
」
す
る
こ
と
及
び
そ

れ
を
関
東
庁
(
逓
信
局
)
に
管
掌
さ
せ
る
と
し
た
が
、
依
然
と
し
て
抽
象
的
で
あ
勺
か
。
電
気
通
信
政
策
が
具
体
性
を
帯
び
て
き
た
の

は
、
翌
三
二
年
二
月
一
七
日
に
聞
か
れ
た
関
東
軍
第
一
課
・
同
特
務
部
・
同
特
殊
無
線
電
信
部
の
三
者
の
打
合
会
以
後
で
あ
る
。
こ
の
打

合
会
に
は
、
関
東
庁
逓
信
局
が
担
当
し
て
い
る
東
北
電
政
管
理
処
は
加
わ
っ
て
お
ら
ず
、
そ
こ
で
戦
前
日
本
の
伝
統
的
通
信
官
営
主
義
に

反
す
る
民
営
方
式
の
採
用
が
提
唱
さ
れ
た
の
で
あ
る
。

満
州
電
気
通
信
事
業
の
民
営
論
は
、
特
殊
無
線
通
信
部
庶
務
課
長
の
中
谷
彦
太
(
満
鉄
出
身
)
ら
が
主
張
し
、
中
谷
は
一
九
一
三
年
秋

に
関
東
軍
司
令
に
対
し
て
意
見
書
を
提
出
し
た
。
こ
れ
に
対
し
て
桜
井
東
北
電
政
管
理
処
主
席
顧
問
ら
は
官
営
論
を
主
張
し
、
関
東
軍
部

内
で
も
こ
れ
を
め
ぐ
っ
て
意
見
の
分
裂
・
動
揺
が
見
ら
れ
た
。
関
東
軍
で
は
中
谷
・
桜
井
に
論
争
さ
せ
た
が
結
論
を
出
せ
ず
、
ま
も
な
く

本
国
か
ら
も
逓
信
省
関
係
者
を
中
心
に
官
営
論
が
関
東
軍
に
寄
せ
ら
れ
た
。
一
ニ
二
年
一
月
一
五
日
か
ら
二
九
日
に
か
け
て
「
満
蒙
に
お
け

る
法
制
及
経
済
政
策
諮
問
会
議
」
が
開
催
さ
れ
た
が
、
こ
れ
に
出
席
し
た
崎
山
政
道
ら
も
官
営
論
を
主
張
し
た
と
い
わ
れ
て
い
る
。
こ
う

し
た
官
営
論
攻
勢
に
あ
っ
て
関
東
軍
で
は
民
営
論
は
後
退
し
、

「
石
原
参
謀
な
ど
は
、
総
て
官
営
で
行
こ
う
、
中
谷
な
ん
ぞ
会
社
で
も
作

っ
て
甘
く
や
ろ
う
と
い
う
の
か
な
ど
、
元
談
に
し
て
も
聞
き
す
て
に
な
ら
ん
こ
と
を
い
う
」
と
、
中
谷
ら
が
激
怒
す
る
場
面
も
現
わ
れ

た
。
中
谷
ら
は
巻
き
返
し
を
は
か
る
た
め
陸
軍
省
や
参
謀
本
部
に
も
民
営
論
を
説
い
て
ま
わ
り
、
陸
軍
中
央
は
通
信
政
策
に
つ
い
て
現
地

意
見
を
統
一
す
る
た
め
、
陸
軍
通
信
学
校
幹
事
の
安
田
武
雄
大
佐
を
関
東
軍
司
令
部
付
と
し
て
派
遣
し
た
。
安
田
は
民
営
論
を
有
利
と
判

断
し
、
そ
の
工
作
に
よ
っ
て
や
が
て
関
東
軍
内
部
は
民
営
論
に
統
一
さ
れ
て
い
っ
た
。



前
述
の
一
九
三
二
年
二
月
一
七
日
打
合
会
決
定
は
、
関
東
軍
最
初
の
具
体
案
で
あ
り
こ
う
し
た
論
争
の
発
火
点
と
な
っ
た
も
の
で
あ

る
。
こ
の
決
議
事
項
で
は
、
川
関
東
州
租
借
地
・
満
鉄
付
属
地
内
の
日
本
側
電
気
通
信
施
設
を
含
め
て
全
満
州
の
公
衆
電
気
通
信
施
設
を

統
一
す
る
こ
と
、
凶
そ
の
た
め
に
日
満
合
弁
の
「
半
官
半
民
の
特
殊
会
社
」
を
-
設
立
す
る
こ
と
、
川
会
社
資
本
の
過
半
を
日
本
側
で
押
さ

え
経
営
権
を
掌
握
す
る
こ
と
、
凶
「
軍
事
上
の
要
望
」
が
貫
徹
さ
れ
る
保
証
を
不
可
欠
と
す
る
こ
と
な
ど
、
満
州
電
々
の
骨
格
が
打
ち
出

さ
れ
て
い
る
。
な
お
、
意
見
対
立
状
況
を
考
慮
し
て
、
本
文
第
二
項
に
電
気
通
信
政
策
立
案
に
関
し
特
務
部
と
特
殊
無
線
通
信
部
と
が
協

力
す
る
こ
と
も
規
定
さ
れ
て
い
る
。

こ
れ
以
後
、
現
地
で
は
、
満
鉄
経
済
調
査
会
(
第
三
部
第
六
班
の
白
石
半
三
郎
が
担
当
)
も
立
案
に
係
わ
り
、

一
九
三
二
年
六
月
に
は

同
会
決
定
案
「
満
洲
に
於
け
る
電
気
通
信
及
放
送
事
業
統
制
案
」
を
提
出
す
る
な
ど
、
七
月
二
三
日
の
関
東
軍
司
令
部
「
対
満
洲
園
通
信

政
策
」
に
い
た
る
各
種
案
が
検
討
・
作
成
さ
れ
て
い
っ
た
。
そ
の
経
過
の
概
略
を
、
第
三
表
に
示
す
。
前
述
し
た
三
者
打
合
会
決
定
は
、

関
東
軍
特
務
部
交
通
課
「
通
信
事
業
民
営
統
制
案
」
に
、
ほ
ぼ
そ
の
ま
ま
引
き
継
が
れ
て
い
る
。
見
ら
れ
る
よ
う
に
、
川
官
営
か
民
営
か

ば
か
り
で
な
く
、
同
満
州
法
人
か
日
本
法
人
か
、
川
日
本
側
施
設
を
含
め
る
か
否
か
な
ど
も
、
あ
ら
た
め
て
問
題
と
な
っ
て
い
る
。
こ
う

し
た
問
題
の
背
景
に
は
、

ω満
州
国
の
「
独
立
国
」
と
し
て
の
体
面
の
「
尊
重
」
と
、
日
本
側
と
く
に
関
東
軍
に
よ
る
通
信
実
権
の
掌
握

と
の
矛
盾
、
凶
日
本
の
既
得
権
益
H
関
東
州
租
借
地
・
満
鉄
付
属
地
の
通
信
権
の
確
保
と
、
満
州
全
域
の
電
気
通
信
事
業
統
一
の
必
要
性

と
の
対
抗
、
そ
し
て
、
同
関
東
軍
が
要
求
す
る
広
大
な
電
気
通
信
網
建
設
の
た
め
の
資
金
調
達
の
容
易
さ
の
追
求
、
な
ど
が
あ
っ
た
。
と

く
に
既
得
権
益
に
関
し
て
は
、
関
東
庁
逓
信
局
と
い
う
直
接
的
利
害
関
係
者
の
有
力
な
反
対
が
あ
り
、
民
営
論
の
中
心
で
あ
っ
た
特
殊
通

信
部
も
、
三
月
の
「
満
蒙
通
信
事
業
統
制
に
闘
す
る
意
見
」
で
、
鉄
道
電
話
の
一
部
と
関
東
庁
施
設
と
を
含
む
統
合
経
営
に
つ
い
て
「
本

案
に
示
す
事
業
範
圏
は
満
洲
に
於
け
る
日
支
通
信
施
設
一
切
を
包
含
す
る
も
の
に
し
て
通
信
統
制
の
見
地
よ
り
せ
ば
最
も
合
理
的
な
る
も

日
本
の
対
中
国
電
気
通
信
事
業
投
資
に
つ
い
て
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設立の現地案立案経過概要

次で満州国管理下の特許

概

租借地・付属地の施設も含めて統一運営，半官半民の特許会社案

「園内ニ於テハ通信ノ統一連絡ヲ主眼トシ併セテ海外連絡通信ノ充実ヲ期ス」

「有線無線ノ電気通信ヲ統一経営シ，経済幹線及之ニ付属スル支線ノ改良拡張ト

主要都市電話施設ノ拡充ヲ行フ」

究極は日本管理下の半官半民の特許会社，

会社案

新政府管理下の半官半民の特許会社案

満州、|の現状では当分の間官営

要

当面は官営，

満州国政府官営

日本法律下の特許会社(関東庁施設を出資，満州側施設は経営委託〕

日本法律下の特許会社

日本法律下の合弁特許会社，日満両国から施設の経営委託を受ける

満州国法人の特殊会社を設立。租借地・付属地の日本側施設は日本政府管理下に

同社に経営させる。鉄道・航空・警備用施設は除外。関東軍は人的・制度的に政

策及軍事上の要求を徹底する。満州国政府は各種保護を与える。事業資金は日本

側関係者より募集。

現
下
の
情
勢
に
て
は
之
が
貰
現
不
可
能
な
る
べ

し
」
と
し
て
、
後
退
を
余
儀
な
く
さ
れ
て
い

る

満
鉄
経
済
調
査
会
決
定
案
で
は
、
外
国
で
あ

る
満
州
国
に
お
け
る
電
気
通
信
の
実
権
を
日
本

側
で
掌
握
し
大
規
模
の
設
備
投
資
を
行
な
う
に

『満州国産業経済関係要綱集』第 1輯， 1944年10月，より作成

は
民
営
・
特
許
会
社
形
態
が
有
利
で
あ
る
が
、

施
設
運
用
上
ま
た
事
業
収
益
上
、
さ
ら
に
投
資

の
効
率
上
、
両
政
府
所
有
施
設
の
統
合
経
営
が

不
可
避
だ
と
し
、
そ
こ
で
生
ず
る
既
得
権
益
擁

護
問
題
の
た
め
、
両
施
設
の
「
経
営
委
任
L

を

提
唱
し
て
い
る
。
ま
た
、
会
社
株
主
は
日
満
両

国
人
に
限
定
し
、
か
つ
日
本
政
府
と
満
鉄
で
そ

の
過
半
数
を
所
有
す
る
と
し
、
満
鉄
の
経
営
参

加
を
求
め
て
い
る
所
に
特
徴
が
あ
る
。
だ
が
、

」
れ
で
は
両
政
府
は
現
物
出
資
が
不
可
能
に
な

る
の
で
そ
の
資
本
負
担
が
過
大
に
な
る
お
そ
れ



満州電信電話株式会社第 3表

名

関東軍特務部交通課「通信事業民管統制案」・・H ・H ・..

件書文関機成作日成作

1932年2月17日

「満洲園経済建設綱要」…-満州国政府3月1日

関東軍参謀部総務課「満蒙通信統制並管理に関する件」…

「満蒙通信事業統制に掬する意見」…

「通信事業統制案に関する委員舎議事録」…

「満蒙に於ける電気通信事業の統制及経

営案(仮決定)J…
「満洲に於ける電気通信及放送事業統制

案(第一案)J…....・H ・..

「満蒙に於ける電気通信及放送事業統制

案に関する委員舎の件」…...・H ・..…・・-

「満洲に於ける電気通信及放送事業統制

案J....・H ・-

「封満洲園通信政策」…-…-…-

関東軍特殊通信部

満鉄経済調査会

満鉄経済調査会

満鉄経済調査会

満鉄経済調査会

満鉄経済調査会

関東軍司令部

3月

3月

4月13日

5月

6月

7月23日

6月10日

5月

日
本
の
対
中
国
電
気
通
信
事
業
投
資
に
つ
い
て

南満州鉄道株式会社産業部『満洲関係立案計画書類~ 1937年9月，満州商工公会中央会

が
あ
り
、
ま
た
満
州
国
領
土
内
の
電
気
通
信
事

業
に
も
た
ず
さ
わ
る
企
業
を
日
本
法
人
と
す
る

こ
と
か
ら
満
州
国
側
の
通
信
主
権
侵
害
の
問
題

も
あ
っ
た
。

関
東
軍
の
決
定
案
は
、

「
満
洲
圏
政
府
は
其

の
管
理
下
に
於
て
自
園
の
法
律
に
依
り
満
洲
園

電
信
電
話
曾
社
を
創
立
し
、
航
空
、
舗
道
及
警

備
専
用
以
外
の

一
切
の
有
線
及
無
線
通
信
事

業
、
放
送
事
業
誼
に
之
に
附
帯
す
る
事
業
を
経

替
せ
し
む
。
但
し
右
舎
社
は
又
日
本
政
府
の
管

理
下
に
於
て
関
東
洲
及
浦
鏑
附
麗
地
に
於
け
る

通
信
事
業
を
併
せ
経
管
す
る
も
の
と
す
。
右
曾

社
の
創
立
に
当
り
、
満
洲
園
側
は
現
物
(
評
価

四
ー
五
百
万
園
)
を
出
資
し
、
事
業
資
金
は
主

と
し
て
日
本
側
殊
に
事
業
に
直
接
関
係
あ
る
向

ハ
9
)

き
よ
り
募
債
す
る
も
の
と
す
」
を
根
幹
と
す
る

注

も
の
と
な
っ
た
。
し
か
し
こ
の
案
で
は
、
関
東
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条約に基づき日本法令によって関東州および満鉄付属地を合め満州における通信

事業を営む日満合弁会社(資本金4500万円〉を設立，株式配当率に上限設定， r帝
国駐満最高機関」は同社に対する一般的監督権を持つ， r帝国駐満軍部最高機関」は

同社に対し軍事上必要な調査・指示をおこなえる，重役の過半数は日本人とする

関東庁に対する電信電話事業収益の補填を求める

趣旨に賛成

根本方針に異存はないが，形式上門戸開放の主義への配慮を要す

発表留保

条約に基づき日本法令を以て日満合弁通信事業会社(資本金5000万円〉を設立，

その他上記陸軍省案の「帝国駐満最高機関」を関東庁長官とし「帝国駐満軍部最

高機関」を関東軍司令官とした

条約に基づき両国それぞれ会社について規定する，株主の国籍制限，

の優先配当， 会社の監督は関東長官および満州国主務官庁が行なわ

最終決定は関東長官が行なう，重役構成は両国政府出資比率による，

課の全面的免除，その他基本的に前案に同じ。

本案に大体賛成

①会社株式は大蔵省所管②関東庁特別会計歳入減少の一般会計からの補填③人

員の会社への引継①退職金支給財源の手当て

拓務省付帯決議案の①②に反対

民間株式へ

重要事項の

満州国側公

要概

協定本文においてはー般的および軍事的な監督・命令権， 公課免除などは日満対

等，重役構成はそれぞれの国籍の株主の持株数に比例する，付属交換公文において

協定に規定なき事項は日本法令によることと規定。

四

州
租
借
地
の
日
本
側
通
信

権
益
の
擁
護
に
問
題
が
生

じ
、
ま
た
日
本
政
府
の
現

物
出
資
が
な
い
の
で
株
式

所
有
に
も
と
づ
く
支
配
に

も
弱
点
が
残
っ
た
。
関
東

軍
は
、

一
応
こ
れ
を
成
案

と
し
て
陸
軍
中
央
に
送
付

し
た
よ
う
で
あ
る
が
、
満

舎社J ~昭和財政史資料~ 135-001より作成

鉄
経
済
調
査
会
に
も
「
今

後
貴
調
査
舎
に
於
て
調
査

立
案
せ
ら
る
〉
も
の
》
参

考
に
せ
ら
れ
度
」
と
付
言

し
て
送
付
し
、
さ
ら
に
検

討
を
依
頼
し
て
い
る
。

結
局
、
現
地
で
は
、
特

殊
会
社
方
式
の
「
民
営
」



満州電信電話株式会社設立第 4表

関

1932年 8月8日

拓務省意見

逓信省意見

外務省意見

大蔵省意見

「満測に於ける通信事業に関する件」…

「満洲に於ける通信事業に閲する件」……

9月15日拓務省

陸軍省9月16日

名

「満洲に於ける通信事業に関する件」…日
本
の
対
中
国
電
気
通
信
事
業
投
資
に
つ
い
て

{牛書文機成作

陸軍省

日成作

各省幹事

付帯決議案拓務省

大蔵省

「満洲に於ける日漏合排通信曾….....・H ・

社の設立に関する協定」調印

閣議決定

日満両国政府

12月22日

1933年3月26日

「満洲に於ける日浦合排通信曾社の設立

に関する協定」批准

8月31日満州電信電話株式会社，創立

5月15日

r~蕗洲電信電話株式

路
線
だ
け
が
ほ
ぼ
確
定
し

た
に
と
ど
ま
っ
た
。
官
営

で
は

川
官
僚
的
経
営
の

弊
に
陥
り
や
す
い
、

(2) 

政

南満州鉄道株式会社産業部『満洲関係立案計画書類~ 1937年 9月，

党
そ
の
他
特
殊
権
力
に
支

配
さ
れ
や
す
い
、
同
予
算

決
算
手
続
、
資
金
調
達
の

煩
わ
し
さ
が
あ
る
。
川
事

業
利
益
が
一
般
会
計
に
流

用
さ
れ
事
業
の
改
善
拡
張

が
遅
れ
る
な
ど
の
問
題
が

あ
る
の
に
対
し
、
民
営
方

式
に
は
、

川
通
信
主
権
の

侵
害
を
緩
和
し
や
す
い
、

同
営
利
追
求
の
た
め
事
業

能
率
の
増
進
を
積
極
的
に

注

は
か
る
、
同
資
金
調
達
手

一
五
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一
六

続
き
が
簡
略
で
需
要
の
緩
急
に
対
応
し
や
す
い
な
ど
の
利
点
が
あ
る
と
認
識
さ
れ
、
何
よ
り
も
凶
軍
事
的
要
求
が
官
営
よ
り
も
貫
徹
し
や

す
い
こ
と
か
ら
、
こ
の
方
式
が
採
用
さ
れ
た
と
い
え
る
。
し
か
し
、
な
お
も
決
定
的
な
成
案
は
得
ら
れ
ず
、
以
後
、
日
本
本
国
で
の
満
蒙

委
員
会
を
中
心
と
す
る
立
案
に
ゆ
だ
ね
ら
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
の
で
あ
る
。

(3) 

設
立
案
の
決
定

日
本
本
国
で
の
立
案
過
程
を
、
第
四
表
に
示
す
。
関
東
軍
の
決
定
案
が
得
ら
れ
て
か
ら
二
週
間
ほ
ど
後
、
陸
軍
省
か
ら
「
満
洲
に
於
け

る
通
信
事
業
に
闘
す
る
件
」
が
満
蒙
委
員
会
幹
事
会
決
議
案
と
し
て
提
出
さ
れ
た
、
こ
の
案
と
現
地
決
定
案
と
の
大
き
な
違
い
は
、

ω条

約
に
も
と
づ
き
合
弁
会
社
を
設
立
し
、
同
関
東
庁
逓
信
局
設
備
を
日
本
政
府
の
現
物
出
資
と
す
る
点
で
あ
る
。
「
条
約
」
に
よ
る
こ
と
に
な

っ
た
の
は
、
前
述
し
た

ω満
州
国
の
「
独
立
国
」
と
し
て
の
体
面
と
日
本
側
と
く
に
関
東
軍
に
よ
る
通
信
実
権
の
掌
握
と
の
矛
盾
、
凶
日

本
の
既
得
権
益
H
関
東
州
租
借
地
・
満
鉄
付
属
地
の
通
信
権
の
確
保
と
満
州
全
域
の
通
信
事
業
統
一
の
必
要
性
と
の
対
抗
、
を
そ
れ
ぞ
れ

調
整
す
る
た
め
で
あ
り
、
必
然
的
に
民
営
形
式
を
採
用
す
る
こ
と
に
な
っ
た
。

し
か
し
、
こ
の
案
に
は
、

「
候
約
ニ
基
キ
帝
国
ノ
法
令
ヲ
以
一
ア
該
曾
社
ヲ
設
立
ス
ル
モ
ノ
ト
ス
」
と
い
う
規
定
を
は
じ
め
、
会
社
に
対

す
る
全
般
的
監
督
権
や
重
役
の
過
半
を
日
本
人
と
し
、
そ
の
人
事
や
定
款
変
更
、
社
債
募
集
な
ど
経
営
の
重
要
事
項
の
許
可
権
を
「
帝
園

駐
満
最
高
機
関
」
に
与
え
る
規
定
な
ど
、
多
く
の
不
平
等
条
項
が
あ
っ
て
満
州
国
の
「
体
面
」
上
の
問
題
は
ま
だ
残
さ
れ
て
い
た
。
ま

た
、
関
東
庁
・
拓
務
省
か
ら
は
現
物
出
資
に
よ
っ
て
失
わ
れ
る
電
気
通
信
事
業
収
益
の
補
償
要
求
が
出
さ
れ
、
外
務
省
か
ら
は
「
門
戸
開

放
の
主
義
」
に
反
す
る
と
い
う
懸
念
も
表
明
さ
れ
る
な
ど
、
関
係
各
省
の
同
意
も
取
り
付
け
ら
れ
な
か
っ
た
。

こ
の
陸
軍
省
案
が
中
夫
で
協
議
さ
れ
た
後
、

一
九
三
二
年
九
月
九
日
付
け
で
満
鉄
経
済
調
査
会
は
「
電
気
通
信
事
業
統
制
経
営
に
封
す

る
各
案
封
照
」
を
作
成
し
て
お
り
、
こ
れ
を
第
五
表
と
し
て
示
す
。
こ
れ
に
よ
れ
ば
、
経
済
調
査
会
案
は
六
月
の
決
定
案
と
ほ
ぼ
同
じ
で



第 5表満~'I'l電気通信事業統制の各案対照 (1932年 g 月 9 月段階〕

項目 | 陸軍省案 | 特務部案 |満鉄経済調査会案

旦 |満州(関東州及び満鉄|満州(関東州及び満鉄|満州(関東州及び満鉄付

の 事業の範囲|付属地を含む〉に於け|付属地を含む〕に於け|属地を含む〕に於ける電

宮 |る電気通信事業)る電気通信事業 |気通信事業

皇官・民営別| 民 営 | 民 営 | 民 営

霊会社の国籍i 日本帝国 | 満 州 国 | 日本帝国
信 J

州所有国策と特す務許る会も社号の室 詰
有関国東施特設庁逓全許部会信祉局を及会社び満の

経関箱東営詰庁とj特詩すg許る会書局祉主の肱主証金

事
業
投
資

っ

て

七

会社の性質
所州 とするもの 部満託 のる委も

日本及び満州政府は現物日本出及資び満州政府は 株式は日満両国政府及

現物出資 び日満両国人に限る

その他日満民間より 事業側殊資金は主として 但し日本政府及び満鉄
日本係供 に事業及に機募直接械株式募集 関ある方向き び に於てその株式の過半数

日本政府出資現物の給者面より債 を所有す(日本政府は関する
1，000 ~ 

非寧公嘱式託提案中谷彦太氏の
東庁電気通信施設を出資

1，500万円 とす〕

満州政府出資現物
I日，本500政50万府円円株現全額物30払万出株込資参考出資区分 400 ~ 

日本政府現物出資
500万円 1，200万円

日満民間出資公募

2，500万円
満州現物現物出資

(当分の内 600万円

2分の l払込〉 日本財団其他 900万円

万円
外払ド』キ額 {満詰州、i詰国 600万円

万円
込 300万円

暫第実施行 むる為
をとる

l の電気
満鉄へ

実施方法 明記なし 却時原案に基づき実施

に合
第3 より分

せしむ

資料満鉄経済調査会第3部作成，満鉄経済調査会『立案調査書類第十九編第一巻第一号

1筒洲通信事業方策A1936年 7月， PP.53-54，所収。
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あ
る
が
、
特
務
部
案
は
、
陸
軍
省
の
決
定
に
支
持
さ
れ
て
三
月
の
「
意
見
書
」
で
の
後
退
か
ら
二
月
の
原
案
(
関
東
庁
逓
信
局
施
設
も
日

本
政
府
の
現
物
出
資
と
す
る
〉
の
線
に
復
帰
し
か
っ
具
体
化
も
進
め
ら
れ
て
お
り
、
現
地
案
が
決
定
さ
れ
た
あ
と
も
関
東
軍
特
務
部
を
中

心
に
検
討
が
続
け
ら
れ
て
い
た
こ
と
が
わ
か
る
。

「
日
浦
雨
園
間
ニ
候
約
乃
至
取
極
ヲ
締
結
シ
其
ノ
保
約
乃
至
取

極
ニ
基
キ
日
浦
南
園
ハ
各
々
該
舎
社
ノ
設
立
ニ
関
シ
規
定
ス
ル
」

H

二
重
国
籍
法
人
を
設
立
す
る
点
を
は
じ
め
、
日
満
聞
の
表
面
的
対
等

約
一
カ
月
後
の
一
九
三
二
年
九
月
一
六
日
付
け
陸
軍
省
再
提
案
で
は
、

化
が
は
か
ら
れ
、
か
っ
九
月
一
五
日
付
の
拓
務
省
案
が
取
り
入
れ
ら
れ
て
い
る
。
株
主
の
国
籍
制
限
(
日
満
両
国
人
お
よ
び
両
国
人
が
過

半
数
の
議
決
権
を
持
つ
法
人
に
限
る
)
は
、
五
月
の
満
鉄
経
済
調
査
会
「
満
洲
に
於
け
る
電
気
通
信
及
放
送
事
業
統
制
案
(
第
一
案
ど

か
ら
入
っ
て
い
る
が
、
陸
軍
省
入
月
案
で
は
落
ち
て
い
た
も
の
で
あ
る
。
民
間
株
式
へ
の
優
先
配
当
は
、
配
当
率
の
上
限
設
定
と
矛
盾
す

る
面
も
あ
る
が
、
民
聞
か
ら
の
資
金
動
員
に
配
慮
し
た
た
め
で
あ
る
。
し
か
し
、
こ
の
案
で
も
、
会
社
重
要
事
項
(
定
款
変
更
・
社
債
募

集
・
料
金
決
定
・
利
益
金
処
分
)
の
最
終
決
定
は
日
本
側
機
関
で
あ
る
関
東
長
官
に
委
ね
ら
れ
る
こ
と
や
、
公
課
免
除
が
満
州
側
の
み
規

定
さ
れ
る
な
ど
の
不
平
等
条
項
が
残
さ
れ
て
い
た
。
片
務
的
公
課
免
除
は
、
関
東
庁
財
政
を
考
慮
し
た
た
め
で
あ
ろ
う
。

第
四
表
に
し
る
し
た
よ
う
に
、
拓
務
省
は
、
九
月
一
九
日

「
満
洲
ニ
於
ケ
ル
通
信
事
業
ニ
闘
ス
ル
件
(
附
帯
決
議
案
ど
を
提
出
し
、

大
蔵
省
が
こ
れ
に
反
対
し
て
い
る
。
大
蔵
省
側
作
成
と
思
わ
れ
る
九
月
一
六
日
付
け
「
満
洲
通
信
舎
社
設
置
案
ニ
闘
シ
決
定
ヲ
要
ス
ル
事

郡
山
で
は
、
川
政
府
現
物
出
資
額
の
評
価
、
同
民
間
出
資
に
対
す
る
優
先
配
当
率
、
川
軍
命
令
で
会
社
に
施
設
を
行
な
わ
せ
た
場
合
の
補

償
な
ど
の
問
題
点
と
共
に
、
川
「
満
洲
通
信
曾
社
株
式
ヲ
大
蔵
省
ノ
所
有
ト
シ
関
東
膳
ニ
代
リ
財
源
ト
シ
テ
補
充
金
ノ
増
額
ヲ
認
ム
ヘ
キ

ヤ
」
が
あ
げ
ら
れ
て
い
る
。
こ
の
問
題
に
は
、
政
府
出
資
一
四

O
O
t
一
五

O
O万
円
に
対
し
て
配
当
率
が
六
銘
な
ら
ば
過
去
五
年
間
の

関
東
庁
逓
信
局
通
信
事
業
の
平
均
収
益
八
七
万
円
に
近
い
配
当
収
益
が
確
保
で
き
る
の
で
、

「
六
分
配
嘗
維
持
セ
ラ
ル
ル
限
リ
此
ノ
方
法



ヲ
ト
ル
モ
政
府
ノ
失
フ
所
ハ
少
ク
、
他
面
大
蔵
大
臣
大
株
主
ト
シ
テ
舎
社
ノ
施
設
経
管
ニ
闘
シ
監
督
権
ヲ
行
使
シ
得
ル
ノ
利
益
ア
リ
ト
考

へ
ラ
ル
ル
モ
、
舎
社
ノ
性
質
ヨ
リ
見
テ
現
在
満
鍋
倉
社
ニ
封
ス
ル
程
度
ノ
監
督
権
ヲ
行
使
シ
得
ル
ヤ
疑
ハ
シ
ク
、
又
ヤ
ヤ
モ
ス
レ
ハ
政
府

配
首
ノ
引
下
ヲ
惹
起
ス
ル
危
険
ア
リ
」
と
、
否
定
的
な
見
解
が
述
べ
ら
れ
て
お
り
、
こ
れ
が
同
省
の
反
対
理
由
で
あ
ろ
う
。

こ
の
よ
う
な
問
題
点
が
残
っ
た
が
、
陸
軍
省
案
に
各
省
幹
事
は
「
大
体
賛
成
」
し
、

一
九
三
二
年
九
月
二
六
日
ま
で
に
外
務
省
で
こ
の

要
綱
に
も
と
づ
い
て
基
本
協
定
案
・
秘
密
協
定
案
・
会
社
定
款
案
を
作
成
し
て
満
蒙
委
員
会
に
付
議
す
る
こ
と
と
な
っ
た
。
し
か
し
、
閣

議
決
定
ま
で
に
な
お
三
カ
月
を
費
や
し
、
し
か
も
そ
の
間
閣
議
で
三
回
も
見
送
り
と
な
り
、
協
定
調
印
に
は
さ
ら
に
三
カ
月
を
要
し
た
。

条
約
に
基
づ
く
二
重
国
籍
法
人
と
い
う
の
は
確
か
に
異
例
で
あ
り
、
三
回
目
に
閣
議
で
見
送
り
に
な
っ
た
と
き
は
、
司
法
大
臣
が
こ
の
点

(

M

)

 

を
問
題
と
し
た
と
い
わ
れ
る
。
こ
の
間
に
、
第
四
表
に
あ
る
よ
う
に
、
日
満
「
対
等
」
化
が
よ
り
進
め
ら
れ
、
少
な
く
と
も
協
定
本
文
に

は
不
平
等
条
項
は
な
く
な
っ
た
。
い
わ
ば
、
満
州
国
電
気
通
信
事
業
は
、
現
在
の
日
米
安
保
条
約
の
よ
う
な
表
面
対
等
・
実
質
従
属
の
関

係
を
規
定
さ
れ
た
の
で
あ
る
。
か
く
し
て
満
州
電
信
電
話
株
式
会
社
は
、
三
三
年
八
月
三
一
日
、
市
販
直
後
の

N
T
T
株
人
気
に
匹
敵
す

る
株
式
応
募
申
し
込
み
の
殺
到
の
中
で
設
立
さ
れ
た
の
で
あ
る
。

な
お
、
冒
頭
に
述
べ
た
よ
う
に
中
国
に
お
け
る
電
気
通
信
事
業
に
は
日
本
の
借
款
投
資
が
入
っ
て
お
り
、
し
か
も
そ
の
債
権
の
大
部
分

が
焦
げ
付
い
て
い
た
。
ま
た
、
東
北
箪
閥
の
無
線
を
中
心
と
す
る
積
極
的
な
通
信
網
建
設
も
内
外
か
ら
の
借
入
金
に
大
き
く
依
存
し
た
も

の
で
あ
っ
た
。
し
た
が
っ
て
、
こ
れ
ら
の
未
償
還
債
務
の
処
理
は
官
営
化
・
民
営
化
を
と
わ
ず
重
要
問
題
の
一
つ
で
あ
っ
た
が
、
上
述
の

設
立
を
め
ぐ
る
論
争
の
中
で
は
争
点
に
は
な
ら
な
か
っ
た
。
処
理
方
針
は
、

一
九
コ
三
年
七
月
二
三
日
の
関
東
軍
司
令
部
「
封
満
洲
園
通

信
政
策
」
で
は
じ
め
て
取
り
上
げ
ら
れ
、

「
日
華
買
業
電
話
借
款
携
保
に
闘
す
る
事
項
は
政
治
又
は
財
政
問
題
と
し
て
、
又
東
北
電
話
管

日
本
の
対
中
国
電
気
通
信
事
業
投
資
に
つ
い
て

九
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二
O

理
慮
の
封
外
針
内
債
務
に
闘
す
る
事
項
は
財
政
問
題
と
し
て
別
に
解
決
す
る
も
の
と
す
。
但
し
管
理
庭
自
瞳
に
於
て
慮
理
す
る
も
の
と
せ

ば
満
洲
園
電
信
電
話
曾
社
創
立
に
際
し
併
せ
考
慮
せ
し
む
」
と
、
満
州
電
々
か
ら
切
り
離
す
方
向
が
打
ち
出
さ
れ
、
ほ
ぼ
確
定
し
た
も
の

と
思
わ
れ
る
。
そ
の
後
、
陸
軍
省
の
三
三
年
四
月
二
一
日
付
「
満
洲
通
信
舎
社
設
立
業
務
に
闘
す
る
件
」
で
、
満
州
国
政
府
が
会
社
か
ら

受
け
取
る
株
式
配
当
収
入
の
一
部
を
償
還
基
金
に
繰
り
入
れ
る
方
針
が
定
め
ら
れ
て
い
る
。

旧
債
償
還
問
題
は
、
そ
も
そ
も
中
国
か
ら
分
離
さ
せ
ら
れ
た
満
州
国
が
ど
の
借
款
の
ど
れ
く
ら
い
の
債
務
を
継
承
す
べ
き
か
の
確
定
が

前
提
で
あ
り
、
債
権
国
や
中
国
政
府
と
の
協
議
が
不
可
欠
で
あ
っ
た
。
借
款
債
権
全
体
の
処
理
方
針
は
、

一
九
三
三
年
六
月
頃
に
大
蔵
省

で
検
討
さ
れ
て
い
る
。
し
か
し
、
中
国
政
府
(
南
京
政
権
)
は
、
当
然
な
が
ら
健
備
満
州
国
を
承
認
せ
ず
、
北
京
政
権
か
ら
の
継
承
を
承

認
し
た
も
の
に
つ
い
て
は
債
務
全
額
を
引
受
け
た
の
で
あ
る
。
同
政
府
が
一
部
債
務
の
継
承
を
認
め
た
の
は
、
経
済
建
設
政
策
の
遂
行
の

障
害
と
な
る
各
種
利
権
を
回
収
し
、
か
つ
中
国
国
債
の
市
場
価
格
を
回
復
し
て
新
規
外
債
発
行
の
条
件
を
と
と
の
え
、
ま
た
日
本
か
ら
の

圧
迫
の
口
実
を
減
ら
す
た
め
で
あ
っ
た
。

そ
れ
は
と
も
か
く
、
か
つ
て
在
中
国
事
業
利
権
を
得
る
た
め
に
供
与
し
た
巨
額
の
借
款
債
権
は
、
ひ
と
た
び
事
業
そ
の
も
の
を
掌
握
し

て
し
ま
う
と
、
事
業
に
と
っ
て
の
死
錘
に
転
化
す
る
。
し
た
が
っ
て
、
旧
債
を
政
府
債
務
と
し
て
事
業
体
か
ら
切
り
離
す
措
置
が
、
そ
の

後
も
中
国
占
領
地
低
価
政
権
に
対
し
て
取
ら
れ
て
い
っ
た
の
で
あ
る
。

(

1

)

関
東
庁
逓
信
局
「
奉
天
文
那
無
線
電
信
電
話
設
備
概
要
」
一
九
三
三
年
二
月
(
満
鉄
経
済
調
査
会
『
立
案
調
査
書
類
第
十
九
編
第
一
巻
第
一
号

満
洲
通
信
事
業
方
策
』
一
九
三
六
年
七
月
)
一
一
一
一
頁
。

(
2
〉
関
東
軍
特
務
部
「
幣
制
、
金
融
、
財
政
、
産
業
、
交
通
一
一
関
ス
ル
政
策
概
要
」
一
九
三
二
年
二
月
(
『
昭
和
財
政
史
資
料
』
マ
イ
ク
ロ
フ
ィ
ル

ム
R
二
五
七

1
0
0
八)。

(

3

)

中
谷
彦
太
「
創
業
以
前
の
経
緯
」
(
満
州
電
々
追
憶
記
集
〔
赤
い
夕
陽
〕
刊
行
会
編
『
赤
い
夕
陽
』
一
九
六
五
年
八
月
〉
。



(

4

)

こ
の
方
策
案
の
「
要
領
」
中
の
交
通
通
信
関
係
部
分
は
以
下
の
通
り
で
あ
る
。

第

二

交

通

一
、
満
蒙
の
銭
道
網
は
軍
事
上
及
経
済
上
の
見
地
よ
り
漸
次
統
一
鰻
系
の
下
に
改
編
し
之
を
帝
園
指
導
下
に
運
営
す
る

二
、
大
連
及
北
鮮
港
湾
の
二
大
海
港
主
義
を
徹
底
し
、
奥
地
貨
物
の
吸
集
詑
内
地
生
産
貨
物
の
輸
出
上
遺
憾
な
き
を
期
す

三
、
自
動
車
、
水
運
、
航
空
及
通
信
は
鍛
道
施
設
と
相
倹
て
全
満
交
通
通
信
の
統
一
を
期
す

四
、
銭
送
、
港
湾
に
関
し
て
満
鎖
、
通
信
に
関
し
て
は
関
東
磨
、
航
空
に
関
し
て
は
航
空
舎
祉
を
し
て
管
掌
せ
し
む

五
、
幹
線
道
路
の
改
良
を
園
り
、
特
に
自
動
車
交
通
の
便
を
園
る

(
5
〉
や
や
長
文
で
あ
る
が
、
以
下
に
こ
の
決
議
の
全
文
を
掲
げ
て
お
く
。

三
、
満
蒙
通
信
事
業
統
制
案

昭
和
七
年
二
月
十
七
日
於
部
長
室

第
プ
課
、
特
務
部

特
種
無
線
電
信
部

打
合
会

決
議
事
項

一
、
別
紙
民
営
案
ヲ
第
一
ニ
提
出
ス
ル
コ
ト

二
、
委
譲
ヲ
受
ケ
タ
ル
場
合
ノ
経
替
方
針
ニ
関
シ
テ
ハ
更
ニ
審
議
シ
特
務
部
、
通
信
部
ヨ
リ
有
モ
通
信
-
一
関
ス
ル
意
見
ヲ
今
後
提
出
又
ハ
護
表
ス
ル
場

合
ニ
ハ
両
部
協
議
連
帯
ス
ル
モ
ノ
ト
ス

別
紙付

一
般
綱
領

一
、
満
蒙
ニ
於
ケ
ル
通
信
事
業
ハ
有
線
無
線
電
信
電
話
及
放
送
無
線
電
話
一
切
(
銭
道
通
信
ヲ
除
ク
)
ヲ
包
合
セ
シ
メ
東
四
省
ニ
属
ス
ル
モ
ノ
ノ

外
関
東
底
逓
信
局
所
属
ノ
通
信
施
設
ヲ
合
併
シ
之
ヲ
統
一
経
営
セ
シ
ム
ル
信
半
官
半
民
ノ
特
許
舎
社
ヲ
設
置
ス

二
、
本
曾
社
ノ
通
信
事
業
ハ
満
蒙
ノ
特
殊
性
ニ
鐙
ミ
軍
事
上
ノ
要
望
ヲ
充
足
セ
シ
ム
ル
ヲ
必
須
要
件
ト
シ
テ
尚
新
園
家
統
治
上
ノ
要
求
ヲ
モ
考
慮

シ
経
営
ス

三
、
本
曾
社
ニ
ハ
新
図
家
ヲ
シ
テ
相
嘗
ノ
配
嘗
保
謹
(
六
分
程
度
)
ヲ
幾
サ
シ
ム

日
本
の
対
中
国
電
気
通
信
事
業
投
資
に
つ
い
て
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図
、
本
舎
社
ノ
資
本
ハ
日
本
側
ニ
於
テ
其
ノ
過
半
数
ヲ
捻
嘗
ス
ル
ヲ
主
眼
ト
シ
テ
之
ヲ
定
ム

口
曾
社
設
立
要
領

一
、
新
園
家
建
設
ノ
道
程
ニ
於
テ
ハ
次
ノ
曾
社
設
立
ニ
至
ル
迄
ノ
慮
理
要
領
ニ
基
キ
有
線
及
無
線
ヲ
併
行
庭
理
セ
シ
ム
ル
ト
共
ニ
舎
社
設
立
準
備

委
員
ヲ
設
ケ
創
立
準
備
ニ
任
セ
シ
ム

二
、
本
舎
社
ニ
併
合
ス
ヘ
キ
通
信
事
業
次
ノ
如
シ

ィ
、
東
四
省
支
那
側
有
線
無
線
電
信
電
話
及
放
送
無
線
電
話
等
一
切
(
銭
道
通
信
施
設
ヲ
除
ク
〉

ロ
、
関
東
廃
逓
信
局
所
属
ノ
有
線
電
信
電
話
及
放
送
無
線
電
話
等
一
切

ハ
、
現
銭
道
通
信
施
設
ノ
一
部

コ
コ
綱
領
第
二
項
前
段
ノ
目
的
ヲ
達
成
ス
ル
潟
現
役
将
校
若
干
名
ヲ
顧
問
又
ハ
嘱
託
ト
シ
テ
本
舎
社
ノ
業
務
ニ
参
書
セ
シ
メ

軍
人
ヲ
各
要
所
ニ
配
置
シ
業
務
ニ
従
事
セ
シ
ム

四
、
本
舎
社
ノ
資
本
ハ
綱
領
第
四
項
ノ
趣
旨
ニ
基
キ
概
ネ
左
ノ
通
預
定
ス

日

本

政

府

約

三

O
M

新

園

家

約

三

O
M

満

鍛

及

其

他

約

四

o
m

(
日
本
並
新
園
家
園
民
ヲ
合
ム
)

田
舎
社
設
立
ニ
至
ル
迄
ノ
慮
理

新
園
家
建
設
ノ
道
程
ニ
於
テ
ハ
関
東
臆
及
銭
道
所
属
ノ
モ
ノ
ハ
現
状
ノ
通
リ
ト
シ

限
ト
シ
左
ノ
通
分
捨
賞
施
セ
シ
ム

一
、
有
線
電
信
電
話
、
関
東
軍
特
務
部
指
導
ノ
モ
ト
ニ
東
北
電
政
管
理
慮

二
、
無
線
電
信
電
話
及
放
送
無
線
電
話
等
、
調
東
軍
特
殊
無
線
通
信
部

関
東
軍
特
務
部
、
前
掲
書
類
。

(

6

)

中
谷
、
前
掲
文
。

(
7
〉

注
(

5

)

に
同
じ
。

尚
優
秀
ナ
ル
在
郷

先
ツ
東
四
省
ニ
扇
ス
ル
通
信
施
設
ノ
復
活
及
経
待
ヲ
行
フ
ヲ
主



(

8

)

満
鉄
経
済
調
査
会
、
前
掲
書
。
ま
た
、
南
満
州
鉄
道
株
式
会
社
産
業
部
『
経
済
調
査
会
立
案
調
査
書
目
録
第
一
巻
調
査
書
類
文
献
目
録
』
一
九

三
七
年
九
月
(
覆
刻
、
現
代
史
研
究
会
『
満
州
関
係
立
案
計
画
書
類
目
録
』
一
九
七
七
年
三
月
)
。

(

9

)

満
鉄
経
済
調
査
会
、
前
掲
書
、
六
頁
。

(
叩
〉
こ
の
得
失
比
較
は
、
二
月
一
七
日
の
打
合
決
定
に
基
づ
く
関
東
軍
特
務
部
「
通
信
事
業
民
管
統
制
案
」
の
理
由
説
明
(
満
鉄
経
済
調
査
会
、
前

掲
書
、
二
三

1
三
一
頁
)
に
あ
り
、
さ
ら
に
三
月
の
関
東
軍
参
謀
本
部
総
務
課
「
満
蒙
通
信
統
制
佐
管
理
一
一
関
ス
ル
方
策
」
(
同
書
、
三
二
!
コ
一
三

頁
)
で
も
、
「
一
、
軍
事
上
ノ
要
求
ヲ
充
足
セ
シ
ム
ル
通
信
網
ノ
設
定
ハ
帝
園
官
管
ニ
在
リ
テ
ハ
期
待
シ
難
シ
二
、
通
信
事
業
ノ
設
展
ハ
官
営
ニ

在
リ
テ
ハ
漁
算
ソ
ノ
他
ノ
拘
束
ヲ
受
ケ
意
ノ
如
ク
文
化
産
業
経
済
ノ
開
設
ヲ
助
成
セ
シ
ム
ル
コ
ト
能
ハ
ザ
ル
モ
、
特
許
舎
社
ニ
在
リ
テ
ハ
事
業
能
率

ヲ
向
上
シ
之
ガ
百
的
ヲ
達
成
シ
得
ル
ハ
諸
外
園
ノ
例
ヲ
見
ル
モ
瞭
ナ
リ
」
と
確
認
し
て
い
る
。

な
お
、
中
谷
に
よ
れ
ば
、
関
東
軍
内
部
に
軍
事
専
用
線
確
保
を
要
求
す
る
意
見
も
あ
り
、
こ
れ
に
対
し
て
安
田
大
佐
は
「
作
戦
上
の
要
求
に
合
致

し
、
か
っ
、
さ
ら
に
進
ん
で
軍
機
の
漏
洩
に
つ
い
て
は
、
特
別
の
配
慮
を
め
ぐ
ら
す
。
こ
う
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
通
信
量
は
増
大
し
、
経
済
上
も

有
利
で
あ
る
。
君
は
、
通
信
は
私
に
任
す
と
い
っ
た
で
は
な
い
か
と
突
込
ん
で
、
石
原
中
佐
を
説
伏
し
た
の
で
、
以
後
は
、
軍
内
は
こ
と
な
く
進
」

ん
だ
と
、
紹
介
さ
れ
て
い
る
(
中
谷
、
前
掲
文
、
五
頁
)
。

(
日
)
中
谷
、
前
掲
文
に
よ
れ
ば
、
一
九
三
二
年
九
月
一
二
日
に
日
満
合
弁
電
気
通
信
会
社
案
に
対
し
て
関
東
軍
司
令
官
の
決
済
を
得
て
一
五
日
に
安

回
大
佐
が
中
央
と
の
折
衝
に
向
か
っ
た
が
、
二
五
日
に
彼
が
上
京
し
て
み
る
と
陸
軍
省
で
も
賛
成
者
は
陸
軍
省
防
備
-
課
長
桑
原
大
佐
だ
け
で
、
参
謀

本
部
・
海
軍
省
・
通
信
省
な
ど
も
反
対
で
四
面
楚
歌
の
状
況
で
あ
っ
た
と
さ
れ
て
い
る
。
し
か
し
、
本
文
に
記
し
た
よ
う
に
、
八
月
八
日
に
満
蒙
委

員
会
幹
事
会
に
陸
軍
省
案
と
し
て
民
営
案
が
提
出
さ
れ
、
通
信
省
は
賛
成
し
て
い
る
こ
と
か
ら
、
こ
の
時
点
で
本
国
で
全
面
的
反
対
に
あ
っ
た
と
は

考
え
に
く
い
。

な
お
、
こ
の
間
の
経
過
に
つ
い
て
、
前
掲
『
赤
い
夕
陽
』
に
は
梶
井
剛
(
当
時
逓
信
省
工
務
局
、
同
省
の
満
州
電
信
電
話
事
情
調
査
団
員
、
満
州

電
信
電
話
株
式
会
社
設
立
事
務
担
当
)
と
藤
原
保
明
(
逓
信
省
出
身
、
当
時
満
州
国
交
通
部
郵
務
司
長
、
満
州
電
信
電
話
株
式
会
社
設
立
委
員
)
と

が
手
記
を
寄
せ
て
い
る
が
、
中
谷
の
主
張
と
少
し
ず
つ
食
い
違
っ
て
い
る
。
中
谷
は
梶
井
ら
の
報
満
は
民
営
論
反
対
運
動
と
見
て
い
る
が
、
梶
井

は
、
む
し
ろ
関
東
軍
の
合
弁
会
社
案
に
同
調
し
、
逓
信
省
の
通
信
官
営
主
義
に
基
づ
く
反
対
を
田
辺
治
道
(
逓
信
省
出
身
、
満
州
国
参
議
)
の
助
力

を
得
て
抑
え
た
と
し
て
い
る
。
ま
た
藤
原
は
、
安
田
「
中
佐
」
と
模
井
逓
信
局
長
を
中
心
に
満
州
国
側
だ
け
の
設
備
に
よ
る
会
社
案
を
作
り
本
国
に

送
っ
た
の
を
知
り
、
治
安
が
不
十
分
な
満
州
で
の
通
信
民
営
は
統
治
上
危
険
・
時
期
尚
早
だ
と
反
対
し
田
辺
治
道
の
同
意
を
得
て
東
京
で
反
対
運
動

日
本
の
対
中
国
電
気
通
信
事
業
投
資
に
つ
い
て
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二
四

を
試
み
た
が
、
民
営
で
行
く
と
い
う
軍
部
の
意
見
は
固
ま
っ
て
い
た
の
で
、
む
し
ろ
日
本
側
設
備
を
現
物
出
資
す
る
こ
と
を
提
案
し
採
用
さ
れ
た
と

述
べ
て
い
る
。

満
蒙
委
員
会
幹
事
会
の
諸
文
書
に
は
、
八
月
の
陸
軍
省
案
で
関
東
庁
逓
信
局
設
備
は
日
本
政
府
の
現
物
出
資
と
な
り
拓
務
省
は
こ
の
歳
入
補
填
要

求
を
出
し
て
い
る
こ
と
か
ら
、
こ
の
聞
に
藤
原
の
工
作
な
ど
が
あ
っ
た
こ
と
が
う
か
が
え
る
。
ま
た
、
逓
信
省
幹
事
も
こ
の
陸
軍
省
案
に
留
保
な
し

の
賛
成
を
表
明
し
て
い
る
こ
と
か
ら
、
梶
井
の
主
張
も
傍
証
さ
れ
よ
う
。

(
ロ
)
二
重
国
籍
法
人
は
、
そ
れ
以
前
に
は
代
表
的
対
中
国
投
資
機
関
の
一
つ
で
あ
る
中
日
実
業
会
社
が
あ
る
。
同
社
に
つ
い
て
は
、
坂
本
、
前
掲
論

文
、
あ
る
い
は
野
沢
豊
「
民
国
初
期
の
政
治
過
程
と
日
本
の
対
華
投
資
」
(
東
京
教
育
大
学
『
史
学
研
究
』
一
六
号
)
、
大
石
ゼ
ミ
ナ
ー
ル
(
柳
沢
遊
)

「
中
日
実
業
会
社
の
設
立
過
程
と
そ
の
活
動
l
一
九
一

0
年
代
日
本
帝
国
主
義
の
中
国
進
出
に
つ
い
て
の
一
考
察
l
」
(
東
京
大
学
経
済
学
部
イ
ン

ゼ
ミ
経
友
論
集
委
員
会
編
『
経
友
論
集
』
一
九
七
六
年
九
月
)
な
ど
を
参
照
の
こ
と
。

(
日
)
「
満
洲
電
信
電
話
株
式
会
社
」
(
『
昭
和
財
政
史
資
料
』
マ
イ
ク
ロ
フ
ィ
ル
ム

R
一
三
五

1
0
0
一)。

〈

H
)
中
谷
、
前
掲
文
。
九
頁
。

(
日
)
満
州
電
信
電
話
株
式
会
社
の
株
式
募
集
は
、
「
ィ
、
満
株
ニ
ス
ル
局
ニ
財
界
ノ
情
況
ヲ
考
慮
シ
テ
最
善
ノ
方
法
ヲ
講
ズ
ル
コ
ト
、
ロ
、
梯
込
ノ

確
責
ヲ
期
ス
ル
鋳
堅
賓
ナ
ル
株
主
ヲ
募
ル
コ
ト
ニ
努
力
ス
ル
コ
ト
、
ハ
、
株
主
ノ
分
散
ヲ
全
図
的
ナ
ラ
シ
ム
ル
篤
募
集
方
法
ニ
就
テ
ハ
最
善
ヲ
蚤
ス

ペ
キ
コ
ト
」
と
い
う
「
根
本
方
針
」
に
基
づ
い
て
、
日
満
両
政
府
の
ほ
か
日
本
興
業
銀
行
、
満
州
中
央
銀
行
、
朝
鮮
銀
行
な
ど
を
主
た
る
株
主
と
し
、

金
円
株
で
の
四
四
倍
と
い
う
高
い
応
募
申
込
と
、
応
募
失
権
株
一
口
五
株
と
い
う
好
成
績
の
う
ち
に
行
な
わ
れ
、
二
ハ
、
八
四
六
人
も
の
株
主
を
持

つ
こ
と
と
な
っ
た
(
日
満
合
鉾
通
信
舎
社
設
立
委
員
舎
「
第
二
次
委
員
総
合
議
事
録
」
、
前
掲
『
昭
和
財
政
史
資
料
』
)
。

(
叩
山
)
満
鉄
経
済
調
査
会
、
前
掲
書
、
七
頁
。

こ
こ
で
「
政
治
問
題
」
と
い
っ
て
い
る
の
は
、
中
国
政
府
と
の
全
般
的
債
権
整
理
交
渉
に
関
わ
ら
せ
る
こ
と
で
あ
り
、

満
州
国
政
府
が
債
務
償
還
を
引
受
け
る
こ
と
を
指
す
も
の
と
思
わ
れ
る
。

(
刀
)
「
満
洲
電
信
電
話
株
式
曾
社
」
、
(
前
掲
、
『
昭
和
財
政
史
資
料
』
)
。

こ
の
書
類
の
中
の
「
別
紙
第
二
満
洲
闘
政
府
ニ
封
ス
ル
株
主
配
賞
金
慮
分
ノ
件
」
に
、
次
の
よ
う
に
記
さ
れ
て
い
る
。

本
件
株
主
配
嘗
金
ハ
最
初
年
六
パ
ー
セ
ン
ト
即
チ
三
十
六
高
国
ト
抽
出
想
シ
之
ヲ
次
ノ
如
ク
庭
分
ス

一
、
電
政
関
係
ノ
経
費

「
財
政
問
題
」
と
は
単
に

二
十
三
高
四
千
国



二

、

銀

行

借

款

償

還

金

約

四

高

圏

三

、

恰

爾

演

自

動

交

換

局

償

還

金

約

五

寓

園

四
、
中
日
、
東
亜
興
業
及
中
華
、
電
政
関
係
借
款
ノ
償
還
基
金
残
額
即
チ
総
額
ノ
一

O
パ
ー
セ
ン
ト
ト
見
込
三
寓
六
千
園

但
シ
増
配
ノ
場
合
ニ
ハ
総
額
ノ
一

O
パ
ー
セ
ン
ト
ヲ
(
四
)
-
一
充
テ
其
ノ
残
額
ヨ
リ
(
一
、
二
)
及
会
一
一
)
ヲ
控
除
シ
タ
ル
モ
ノ
ヲ
一
般
曾
計
ニ
振

入
レ
電
政
関
係
積
紋
(
約
百
蔦
園
)
ノ
資
金
ニ
充
嘗
ス
、
却
チ
八
パ
ー
セ
ン
ト
配
嘗
ノ
場
合
中
日
、
東
亜
興
業
及
中
華
ノ
借
款
償
還
基
金
ニ
充
ツ
ル

額
ハ
四
寓
八
千
園
ト
シ
一
般
会
計
二
繰
入
ル
ル
モ
ノ
ハ
十
寓
八
千
園
ト
ス

尚
財
政
よ
ノ
徐
裕
ヲ
生
ス
ル
場
合
中
日
、
東
亜
興
業
及
中
華
ニ
封
ス
ル
借
款
償
還
基
金
ノ
増
額
ニ
附
テ
ハ
他
ノ
借
款
ニ
閥
ス
ル
モ
ノ
ト
併
セ
考
慮
ス

協
定
毅
表
ノ
際
議
定
書
ノ
精
紳
ニ
照
シ
出
資
財
産
ニ
伴
フ
債
権
ヲ
尊
重
ス
ヘ
キ
旨
ヲ
併
セ
聾
明
ス
ル
ト
同
時
ニ
前
記
ノ
趣
旨
ヲ
直
接
又
ハ
外
交
的
手

段
ヲ
通
シ
債
権
者
ニ
了
解
セ
シ
ム
ル
様
慮
置
ス

右
文
中
で
「
中
日
」
と
は
中
日
実
業
で
、
「
中
華
」
と
は
中
華
医
業
銀
行
の
こ
と
で
、
前
者
は
交
通
部
電
話
借
款
の
直
接
債
権
者
で
あ
り
、
後
者

は
西
原
借
款
の
一
つ
の
第
一
次
有
線
電
信
借
款
の
直
接
債
権
者
で
あ
っ
た
。

(
刊
日
〉
こ
の
点
に
つ
い
て
、
詳
し
く
は
拙
稿
「
一
九
三

0
年
代
前
半
の
日
本
の
対
中
国
経
済
政
策
の
一
側
商
」
(
野
沢
豊
編
著
『
中
国
幣
制
改
革
と
国

際
関
係
』
一
九
八
一
年
)
お
よ
び
「
両
大
戦
間
期
日
本
の
対
中
国
債
権
問
題
」
(
国
家
資
本
輸
出
研
究
会
、
前
掲
書
可
能
地
清
「
一
九
二

0
年
代
日

本
の
対
中
国
政
策
の
一
断
面
i
一
億
円
借
款
整
理
を
中
心
に
」
(
『
日
本
帝
国
主
義
と
対
外
財
政
能
地
清
遺
稿
・
追
悼
集
』
一
九
八
五
年
)
な
ど

を
参
照
の
こ
と
。

満
州
電
信
電
話
株
式
会
社
の
諸
事
業

川
満
州
電
信
電
話
株
式
会
社
の
事
業
計
画

満
州
電
々
は
、

「
主
権
国
家
で
あ
る
満
州
国
」
の
電
気
通
信
の
実
権
を
日
本
側
、
と
く
に
関
東
軍
が
掌
握
す
る
こ
と
か
ら
生
じ
る
矛
盾

を
回
避
し
、
か
つ
寧
の
作
戦
計
画
に
対
応
し
て
急
速
か
つ
柔
軟
に
設
備
を
整
備
す
る
た
め
、
日
満
両
国
の
協
定
に
基
づ
く
二
重
国
籍
法
人

と
し
て
、

一
九
三
三
年
八
月
末
、
公
称
資
本
金
五

0
0
0万
円
う
ち
払
込
二
九
三
七
・
五
万
円
(
日
本
政
府
現
物
出
資
一
六
五

O
万
円
、

日
本
の
対
中
国
電
気
通
信
事
業
投
資
に
つ
い
て

二
五
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一一六

満
州
政
府
現
物
出
資
六

C
C万
円
、
民
間
資
金
出
資
四
分
の
一
払
込
六
八
七
・
五
万
円
)
で
設
立
さ
れ
た
。
設
立
直
後
は
、
大
連
に
本
社
、

大
連
・
奉
天
・
崎
商
演
の
三
個
所
に
地
方
管
理
処
を
置
き
、
電
報
電
話
局
玉

O
個
所
、
電
報
局
一
五

O
個
所
、
無
線
電
報
局
二
個
所
、
電

報
通
話
取
扱
所
二
ハ
一
個
所
、
合
計
三
六
三
個
所
の
営
業
拠
点
を
も
っ
て
い
た
が
、
電
報
局
の
大
部
分
(
二
ニ

O
個
所
)
が
奉
天
と
暗
商

演
の
両
管
理
処
所
管
地
域
に
あ
っ
た
ほ
か
は
、
圧
倒
的
に
大
連
管
理
処
所
管
地
域
(
関
東
州
・
満
鉄
付
属
地
)
に
あ
っ
た
。

こ
の
会
社
に
ど
の
よ
う
な
電
気
通
信
事
業
を
行
な
わ
せ
る
か
に
つ
い
て
は
、
ま
ず
関
東
軍
の
決
定
案
で
は
、

「
満
洲
園
の
通
信
事
業
は

在
来
の
詰
通
信
施
設
を
整
理
統
一
し
且
痛
錨
附
麗
地
及
日
本
租
借
地
の
も
の
を
も
併
せ
経
営
し
通
信
本
来
の
使
命
を
果
た
す
の
外
、
特
に

治
安
の
維
持
文
化
の
開
穫
に
供
し
日
本
に
劃
し
て
は
通
信
上
国
境
を
存
せ
ざ
る
様
密
に
連
絡
す
る
を
得
し
め
、
又
満
洲
を
し
て
上
海
と
相

侯
っ
て
東
亜
大
陸
に
於
け
る
電
報
集
散
の
一
中
心
地
を
形
成
せ
し
」
め
、
ま
た
軍
事
上
の
要
請
か
ら
「
満
洲
闘
通
信
網
の
構
成
は
軍
用
通

信
網
の
骨
幹
を
形
成
し
之
に
配
す
る
に
軍
用
無
線
有
線
施
設
を
以
て
せ
ば
軍
事
上
の
要
求
を
充
足
し
得
し
む
る
如
く
す
」
る
た
め
、
次
の

よ
う
な
施
設
を
伴
な
う
も
の
と
し
た
。

ω圏
内
通
信

a
、
施
設
の
廃
合
統
一

b
、
警
備
上
・
経
済
上
の
重
要
幹
線
の
整
備
な
ど

川
対
日
通
信

a
、
大
連
・
安
東
経
由
施
設
の
拡
充

b
、
朝
鮮
北
部
を
通
じ
る
新
通
信
路
開
拓

c
、
奉
天
局
で
の
無
線
電
話
、
写
真
電
送
の
新
設

川
対
中
通
信

a
、
山
海
関
経
由
の
対
北
京
・
天
津
地
方
通
信
路
(
在
来
)
の
拡
充

b
、
芝
宋
・
長
崎
経
由
の
対
上
海
海
底
電
信
ケ
ー
ブ
ル
施
設
(
在
来
)
の
拡
充



c
、
大
連
・
上
海
間
無
線
電
信
新
設

川
対
欧
通
信
・
対
米
通
信

在
来
施
設
の
拡
充

(5) 

放

送

大
連
・
安
東
↓
奉
天
↓
長
春
↓
暗
爾
潰
↓
斉
々
暗
爾
に
出
力
数
キ
ロ
ワ
ッ
ト
の
放
送
施
設
を
設
け
、
こ
の
順
で
日

本
か
ら
の
中
継
を
行
な
い
、
独
自
番
組
と
合
せ
て
日
満
露
人
向
け
放
送
を
行
な
い
、
政
治
宣
伝
の
手
段
と
す
る
。
収

益
確
保
の
た
め
、
聴
取
は
有
料
と
し
、
広
告
放
送
を
実
施
し
、
ラ
ジ
オ
受
信
機
の
独
占
的
製
造
・
販
売
も
行
な
う
。

川
軍
事
施
設

主
要
軍
隊
駐
屯
地
聞
の
専
用
電
話
回
線
と
戦
時
供
用
通
信
線
の
準
備

以
上
の
よ
う
に
、
こ
の
案
で
は
、
川
既
存
通
信
施
設
の
統
合
、
川
軍
事
・
警
備
通
信
施
設
の
整
備
、
同
対
日
通
信
施
設
の
拡
充
、
川
政
治

宣
伝
を
主
た
る
目
的
と
す
る
放
送
事
業
な
ど
が
重
視
さ
れ
る
と
と
も
に
、
大
連
と
奉
天
を
中
心
と
し
て
満
州
を
東
ア
ジ
ア
・
テ
レ
コ
ミ
ユ

ニ
ケ

l
シ
ョ
ン
・
セ
ン
タ
ー
と
す
る
構
想
も
見
ら
れ
る
。

次
に
、
設
立
間
近
の
一
九
三
三
年
五
月
一
七
日
付
事
業
計
画
案
を
第
六
表
に
し
め
す
。
同
案
に
よ
れ
ば
、
設
立
後
五
年
間
に
、
新
京
H

奉
天
リ
大
連
H
東
京
を
最
重
要
幹
線
と
す
る
電
信
線
お
よ
び
奉
天
を
中
心
と
す
る
長
距
離
電
話
線
の
整
備
な
ど
の
電
気
通
信
線
の
改
修
・

拡
張
に
総
額
一
八
八
六
万
円
の
三
七
・
八
に
M
m

あ
た
る
七
コ
二
万
円
を
投
じ
、
そ
の
ほ
か
、
電
話
器
増
設
に
三
四
一
万
円
(
一
八

M
Y
有

線
電
信
電
話
局
内
機
器
に
子
也
四
万
円
(
一
五
M
m
)

、
新
京
無
線
局
を
中
心
と
す
る
無
線
電
信
電
話
・
放
送
設
備
に
三

O
O万
円
(
一
六

M
m
)

、
県
民
営
電
話
買
収
に
九

O
万
円
(
五
M
m
)

な
ど
を
計
上
し
て
い
る
。
こ
の
案
で
は
、
前
年
の
関
東
軍
決
定
案
に
く
ら
べ
て
、
健
備

政
権
の
首
都
で
あ
る
新
京
(
長
春
)
の
満
州
に
お
け
る
通
信
拠
点
と
し
て
の
比
重
が
大
き
く
増
大
し
て
い
る
。
ま
た
、
幹
線
通
信
系
統
で

は
無
線
通
信
施
設
よ
り
も
有
線
通
信
施
設
に
は
る
か
に
巨
額
の
投
資
が
計
画
さ
れ
て
お
り
、
さ
ら
に
有
線
通
信
施
設
の
う
ち
で
は
電
信
施

設
よ
り
電
話
施
設
に
重
点
が
お
か
れ
て
い
る
。

日
本
の
対
中
国
電
気
通
信
事
業
投
資
に
つ
い
て

二
七



〈単位:円〉の事業計画案

立
教
経
済
学
研
究
第
四
一
巻
四
号
(
一
九
八
八
年
)

計合第5年度第4年度第3年度

2.65% 500，000 

18.08% 3，410，000 405，000 405，000 770，000 
0.05% 10，000 2，000 2，000 2，000 
0.11% 20，000 4，000 4，000 4，000 

0.03% 5，000 1，000 1， 000 1，000 

0.90% 170，000 
0.80% 

0.20% 

150，000 

3，000 

0.31% 

0.38% 

59，000 

72，000 
59，000 
72，000 

1.01% 

0.80% 

~~，_~~~____l_________________________________l_________________________________1 

190，000 

150，000 

2，200，000 
400，000 

11. 679ぢ

190，000 

150，000 

2.129回

2.53% 

0.69% 

478，000 
130，000 

228，000 
130，000 

2.65% 

3.18% 

500，000 

600，000 600，000 
500，000 

0.85% 

1.43% 

160，000 

270，000 270，000 
160，000 

1.59% 300，000 300，000 

2.55% 480，000 
3.18% 600，000 600，000 
2.129ぢ400，000 400，000 

1.51% 

0.10% 

285，000 
18，00。100，000 65，000 

0.01% 

0.10% 

1，000 

二
八

18，000 

300，000 
14，000 
7，000 
4，000 
10，000 
8，000 

1.59% 
0.07% 
0.04% 
0.02% 
0.05% 
0.04% 

18，000 



本日

(J) 

つ
L、
て

第 6表満1""電々

第1年度 第2年度

本社新営 250，000 250，000 

電話増設 1，060，000 770，000 
市内専用電話増設 2，000 2，000 
公衆電話所増設 4，000 4，000 
警備電鈴増設 1，000 1，000 

電信線路改築 50，000 120，000 
東京=奉天間電信線増設 150，000 
奉天=蘇家屯間電信線増設 3，000 
奉天=新京間電信線増設

大連=奉天間電信線増設

新京=東京間電信線増設

大連=新京間電信線増設

有線電信電話添架及新設工事 1，750，000 I 450，000 
電話線路改築 50，000 I 300，000 

奉天=新京間電話線路増設

大連=鞍山=奉天間電話線増設

奉天=山海関関電線路増設

奉天=安東関電話線路改築

大連=営口=奉天間電話線増設

大連=新京間電話線増設

奉天=安東関電信電話線改築

熱河省電線路補修・増設

支線路補修

支線路増設

電信機械改装

奉天=安東関電信機械改装

蘇家屯局電信機械移転

奉天=四平街間電信機械改装

250，000 

280，000 200，000 

20，000 100，000 
18，000 

1，000 

九 引込線及電信電話機交換機 300，000 
新京局市外交換機増設

新京局24V電池増設

奉天局24V電池増設

蘇家屯局電話交換機移転
大連局市外交換機増設

14，000 
7，000 
4，000 

10，000 
8，000 



立
教
経
済
学
研
究
第
四
一
巻
四
号
(
一
九
八
八
年
〉

。

第3年度 第4年度 第5年度 合 計

350，000 1.86% 

240，000 1.27% 

300，000 1.59% 

200，000 200，000 1.06% 

400，000 400，000 2.12% 

85，000 85，000 0.45% 

250，000 250，000 1..33% 

iioojilllitit izij 
i-l lf!?，?O ??ア

200，000 1.06% 

500，000 2.65~ぢ

200，000 200，000 1.06% 

50，000 0.27% 

100，000 0.53~ぢ

100，000 100，000 0.53% 

100，000 100，000 0.53% 

20，000 40，000 0.21% 

570，000 3.02~ぢ

400，000 2.12% 

500，000 500，000 2.65% 

山，000 I 1，537，000 I 1，69問。| 18，857，000 100.00勿

907，669 341，940 179，773 1，644，382 8.01% 

3，437，500 13，750，000 67.01% 

1，235，771 1，374，833 1，530，833 5，125，606 24.98% 

印刷oI 山ふ773 I 山肌6 I 20，519，988 100.00% 

1，662，988 8.10% 

38.92% 49.45% 53.73% 7，312，000 38.78% 
21. 05% 4.23% 5.91% 2，740，000 14.53% 
8.82% 0.00% 0.00% 3，00仏000 15.91% 
4.20% 0.00% 0.00勿 890，000 4.72% 

料~ R -135-001より作成



日
本
(J) 

対
中
国
電
気
通

吉林自動交換設備

新京・姶爾演自動交換機設備

伏見合電話分局自動交換機設備

新京分局自動交換機設備

営口局自動化

本渓湖局自動化

鞍山局自動化

第 1年度

350，000 
240，000 

i 新京・喰市・門叶送式電話設備 i 一|

投 搬送式電話設備

第2年度

300，000 

主 新京無線設備 I 1，75仏000 I 300，000 
つ チテハル無線設備 50，000 I 

て 新京・喰爾演放送設備

新京大電力放送局

挑南・吉林・ハイラル放送設備

蘇家屯局舎新築

伏見台分局新築

鞍山局新築

新京分局新築

局舎改築

雑工事

侍家旬電話局買収費

安東・営口電話局買収費

合計

繰越資金

払込株金

社内留保金

次期繰越

合計

通信線路関係

局内機械設備関係

無線・放送設備機械関係

局舎改築・新築工事関係

200，000 

10，000 

6，660，000 

6，875，000 

6，875，000 

215，000 

34. 239o 
15.81% 
30.03% 

3.90% 

500，000 

50，000 
100，000 

10，000 

3，729，000 

215，000 
3，437，500 

984，169 

4，636，669 

907，669 

35・48%

11.24% 
21. 45% 
10.99% 

資料 「満洲電信電話株式曾祉事業収支及営業収支議算書J1933年5月17日『昭和財政史資



立
教
経
済
学
研
究
第
四
一
巻
四
号
〈
一
九
八
八
年
)

有
線
電
話
は
、
傍
受
に
よ
る
漏
洩
の
お
そ
れ
が
な
く
、
か
つ
通
信
内
容
を
直
接
相
手
に
伝
え
ら
れ
る
の
で
、
軍
事
機
密
な
ど
の
秘
密
保

護
の
点
で
優
れ
て
い
る
し
、
丈
夫
な
ケ
ー
ブ
ル
を
地
下
に
埋
設
し
て
用
い
れ
ば
、
空
電
や
風
・
雪
害
、
塩
害
な
ど
の
自
然
障
害
や
人
為
的

破
壊
に
対
し
て
も
堅
牢
で
、
安
定
し
た
通
信
状
態
が
確
保
で
き
る
。
さ
ら
に
、
無
線
通
信
と
く
に
無
線
電
話
に
は
、
短
波
無
線
を
主
体
と

す
る
当
時
の
技
術
水
準
で
は
使
用
電
波
の
周
波
数
帯
に
限
り
が
あ
り
、
日
・
満
・
華
北
に
澗
密
な
通
信
網
を
形
成
す
る
た
め
に
必
要
な
回

ハ
3
〉

線
数
を
確
保
し
え
な
い
と
い
う
限
界
が
あ
っ
た
。
ま
た
、
有
線
電
話
施
設
の
な
か
で
は
、
日
本
語
通
信
の
便
宜
を
本
国
な
み
に
確
保
す
る

と
と
も
に
、
中
国
人
・
朝
鮮
人
・
ロ
シ
ア
人
な
ど
の
通
信
需
要
に
も
応
え
る
た
め
、
言
語
の
違
い
に
よ
る
障
壁
を
綾
和
す
る
こ
と
を
め
ざ

し
て
、
自
動
交
換
シ
ス
テ
ム
の
拡
充
に
重
点
が
お
か
れ
て
い
る
。

こ
れ
ら
の
-
設
備
投
資
は
最
初
の
三
年
間
に
集
中
し
、
と
く
に
中
核
と
な
る
新
京
と
奉
天
へ
の
投
資
が
こ
の
期
間
に
多
く
見
ら
れ
る
。
そ

の
事
業
資
金
は
、
民
間
株
式
払
込
資
金
(
六
七
労
)
と
社
内
留
保
(
二
五

wZ
で
ま
か
な
う
計
画
で
あ
っ
た
。
し
か
し
、
こ
れ
は
後
述
す

る
実
績
に
く
ら
べ
て
、
き
わ
め
て
少
額
の
見
積
り
で
あ
っ
た
。
満
州
電
々
は
、
営
業
地
域
で
あ
る
満
州
の
人
口
が
希
薄
な
た
め
収
益
源
泉

と
な
る
経
済
的
通
信
需
要
が
少
な
い
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
広
大
な
ソ
満
国
境
熱
帯
に
軍
事
目
的
の
電
気
通
信
網
の
建
設
を
課
さ
れ
る
の

で
、
そ
の
収
益
性
が
危
ぶ
ま
れ
た
た
め
で
あ
ろ
う
。
な
お
、
株
式
募
集
に
あ
た
っ
て
公
示
さ
れ
た
事
業
目
論
見
書
で
は
、
事
業
計
画
は
き

わ
め
て
筒
略
に
し
る
さ
れ
て
い
る
。
し
か
し
、
五
月
一
七
日
付
事
業
計
画
案
と
く
ら
べ
て
み
る
と
、
工
事
費
概
算
総
額
で
わ
ず
か
に
六
万

円
少
な
い
だ
け
で
あ
り
、
ま
た
ほ
ぼ
同
様
の
「
工
事
費
概
算
年
度
割
濠
定
」
を
掲
げ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
具
体
的
内
容
は
第
六
表
と
同
じ

も
の
と
考
え
ら
れ
る
。

こ
う
し
た
事
業
計
画
に
く
わ
え
通
信
施
設
実
態
調
査
に
も
も
と
づ
き
、
満
州
電
々
は
次
の
よ
う
な
設
備
改
修
・
拡
張
計
画
を
た
て
た
。

①
主
要
幹
線
を
す
み
や
か
に
整
備
強
化
す
る
こ
と
。



②
最
主
要
幹
線
は
ケ
ー
ブ
ル
化
し
、
裸
線
に
お
い
て
は
ロ
ー
カ
ル
線
以
外
は
搬
送
を
考
慮
し
た
線
路
形
式
に
統
一
す
る
こ
と
。

③
満
鉄
施
設
の
利
用
を
縮
減
し
て
独
自
の
線
路
を
建
設
す
る
こ
と
。

④
保
守
受
託
線
路
(
警
察
・
航
空
・
気
象
専
用
線
)
を
整
備
す
る
こ
と
。

@
会
社
栄
養
回
線
(
収
益
性
の
あ
る
回
線
)
の
線
路
設
備
を
増
強
す
る
こ
と
。

大
連
日
奉
天
日
新
京
の
基
本
幹
線
お
よ
び
日
満
連
絡
回
線

11 

喰
爾
漬
・
牡
丹
江
・
図
伺
・
佳
木
斯
・
錦
県
等
の
諸
都
市
連
絡
回
線

111 

対
朝
鮮
・
華
北
回
線

①
さ
し
あ
た
り
無
線
回
線
の
利
用
を
強
化
し
、
有
線
回
線
と
の
緊
密
化
を
図
る
こ
と
。

⑦
主
要
幹
線
を
二
ル

l
ト
化
す
る
こ
と
。

こ
の
方
針
の
特
徴
は
、
⑤
の
「
栄
養
回
線
」
増
強
H
収
益
性
の
追
求
が
、
設
立
前
の
事
業
計
画
よ
り
も
鮮
明
に
打
ち
出
さ
れ
て
い
る
こ
と

で
あ
る
。

「
民
営
L

事
業
と
し
た
以
上
収
益
確
保
は
当
然
と
い
え
る
が
、
関
東
軍
な
ど
が
要
求
す
る
膨
大
な
設
備
投
資
に
応
え
る
た
め
に

は
相
応
の
資
金
調
達
能
力
が
必
要
で
あ
り
、
そ
れ
は
基
本
的
に
は
収
益
性
の
良
否
に
か
か
っ
て
い
る
こ
と
が
、
主
た
る
理
由
で
あ
ろ
う
。

し
か
し
実
際
に
は
、

一
九
三
九
年
以
降
、
対
ソ
戦
争
準
備
の
一
環
と
し
て
の
「
北
辺
振
興
」
政
策
の
た
め
に
、
経
済
性
の
薄
い
北
部
へ

の
投
資
に
重
点
を
置
く
こ
と
を
余
儀
な
く
さ
れ
、
さ
ら
に
太
平
洋
戦
争
開
始
以
後
は
、
物
資
・
資
材
の
不
足
の
中
で
事
実
上
の
軍
用
通
信

回
線
の
増
強
に
圧
迫
さ
れ
、

「
栄
養
回
線
」
増
強
は
貫
徹
で
き
な
か
っ
た
。
だ
が
、
例
え
ば
、
新
京
H
恰
爾
漬
日
牡
丹
江
の
ケ
ー
ブ
ル
化

計
画
に
関
し
て
、
軍
部
は
恰
爾
演
日
牡
丹
江
の
工
事
を
急
務
と
し
た
が
、
満
州
電
々
側
は
営
業
上
の
考
慮
か
ら
新
京
日
恰
繭
潰
聞
の
工
事

を
優
先
す
る
こ
と
を
主
張
し
て
軍
部
を
説
得
し
た
よ
う
に
、
収
益
性
追
求
を
あ
る
程
度
は
つ
ら
ぬ
き
え
た
場
合
も
あ
っ
た
。
も
っ
と
も
、

日
本
の
対
中
国
電
気
通
信
事
業
投
資
に
つ
い
て

一一一一
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四

係

相書事事・欝1噛f・f新転亨手誠品君重関車点信富ど馳無線喜
古本事人の奉型聾動発生轟轟聾替λヂ金反河統対一運 ・ に日

新着尽無線局完成， 増則4放設前電送，話局吉ケーブ大ル計連外画 対サンフランシスコ・ペル絡本リ人開ン始の・運束，尽は

電5手局話，電自恰話動爾化自動演回な線ど 林増強・，斉々拾爾 じ部めり電日と報の荷主要都市絡下開完げ通信連 朝動鮮
北よ 報電料話金連値 成，日 に

関スピサ係関備設

および満州電信電話株式会社『株主総会報告書』各年版より作成。



年 謀長|理 i関取扱
電報数

電話交
換局数

電信
局数

日
本
の
対
中
国
電
気
通
信
事
業
投
資
に
つ
い
て

局 万通 局 局 人 人

1933 
432 873 80 135 32，682 5，897 
16.7 18.4 11.3 102.2 27.0 110.0 

1934 
504 1，034 89 273 41，498 12，384 
10.1 43.9 32.6 20.5 30.4 59.6 

1935 
555 1，吋 118 329 54，113 19，764 

11.0 19. 17;8 10.3 17.1 108.5 

1936 
616 1，771 139 363 63，374 41，202 
11.2 18.0 33.8 12.4 16.7 103.6 

1937 
685 2，089 186 408 83，876 
8.3 26.9 12.9 8.8 11 51.9 

1938 
742 2，650 210 444 82，630 127，417 
8.1 28.7 10.5 9.5 12.9 77.3 

1939 
802 3，410 232 486 93，314 225，889 
11.2 21.3 6.9 4.7 15.6 50.6 

1940 
892 4，135 248 509 107，888 340，291 
7.1 3.0 3.6 2.2 9.9 33.7 

1941 
955 4，257 257 520 118，592 454，835 
6.7 5.4 1.2 5.1 12.0 

1942 
1，019 271 526 124，654 509，321 
1.0 3.3 8.0 

1943 
1，029 120，600 550，000 

五

資料大蔵省管理局編『日本人の海外活動に関する歴史的調査通巻23冊満州編第2冊』

注 イタリッFの数値は，仲率(%)。
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一占ハ

収
益
性
の
高
い
回
線
は
多
く
の
通
信
が
集
中
す
る
幹
線
で
あ
り
、
そ
れ
は
軍
事
的
に
も
重
要
幹
線
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
軍
事
的
要
請
と
収

益
性
の
追
求
と
が
絶
対
的
に
対
立
す
る
わ
け
で
は
な
い
。
新
京
H
牡
丹
江
ケ
ー
ブ
ル
の
場
合
も
、
新
京
H
晴
爾
演
が
ケ
ー
ブ
ル
化
さ
れ
な

け
れ
ば
、
軍
が
重
視
し
た
後
段
も
十
分
な
能
力
を
発
揮
し
え
な
か
っ
た
わ
け
で
あ
る
。

川
通
信
施
設
拡
張
の
概
要

で
は
、
実
際
の
設
備
投
資
は
い
か
な
る
も
の
で
あ
っ
た
ろ
う
か
。
会
社
設
立
以
後
の
主
要
な
設
備
投
資
と
サ
ー
ビ
ス
の
概
要
を
、
第
七

表
と
第
八
表
に
よ
っ
て
検
討
し
よ
う
。
ま
ず
、
量
一
的
な
特
徴
を
見
れ
ば
、
い
ず
れ
の
設
備
で
も
急
速
な
拡
張
が
一
貫
し
て
行
な
わ
れ
た
と

い
っ
て
よ
い
が
、
約
四
カ
年
ず
つ
一
九
三
二
二

t
三
七
年
(
満
州
事
変
期
)
と
三
七

t
四
一
年
(
日
中
戦
争
期
)
の
二
期
に
分
け
て
み
る

と
、
お
お
む
ね
前
半
の
満
州
事
変
期
の
方
が
よ
り
大
き
く
拡
大
し
て
い
る
。
す
な
わ
ち
、
第
七
表
に
掲
げ
た
設
備
に
つ
い
て
は
、
電
信
局

数
で
は
一
・
六
倍
↓
一
・
四
倍
、
電
話
交
換
局
数
で
は
二
・
一
二
倍
↓
一
・
四
倍
、
通
話
取
扱
局
数
で
は
三
・

O
倍
↓
一
・
三
倍
、
ま
た
第

入
表
の
電
信
回
線
数
で
は
一
・
七
五
倍
↓
一
・
七
一
倍
、
市
外
電
話
線
路
延
長
で
は
二
・
三
倍
↓
一
・
四
倍
で
あ
る
。
満
州
事
変
期
に
お

け
る
ハ
イ
ぺ

l
ス
の
拡
大
は
事
業
計
画
ど
お
り
三
五
年
ま
で
の
三
年
間
に
顕
著
で
あ
り
、
日
中
戦
争
期
の
べ

i
ス
ダ
ウ
ン
は
お
お
む
ね
三

九
年
以
降
に
資
材
の
不
足
に
よ
っ
て
生
じ
て
い
る
。
電
信
・
電
話
・
放
送
の
一
二
業
務
の
中
で
は
、
事
業
計
画
案
と
同
様
に
電
話
設
備
の
拡

大
率
が
高
く
、
さ
ら
に
多
重
通
信
に
よ
っ
て
電
線
・
ケ
ー
ブ
ル
の
効
率
的
利
用
を
は
か
る
搬
送
チ
ャ
ン
ネ
ル
の
増
大
が
顕
著
で
あ
る
。

こ
の
傾
向
は
サ
ー
ビ
ス
の
生
産
で
も
同
様
で
あ
り
、
第
七
表
の
取
扱
電
報
数
で
は
二
・
四
倍
↓
三
・

O
倍
、
電
話
加
入
者
数
で
は
二
・

三
倍
↓
一
・
六
倍
、
放
送
聴
取
者
数
で
は
一
四
・
二
倍
↓
五
・
四
倍
と
な
っ
て
い
る
。
な
お
、
電
報
数
の
増
大
は
、
戦
時
取
扱
制
限
が
実

施
さ
れ
る
年
ま
で
、
電
信
局
数
な
ど
電
信
設
備
の
拡
大
ぺ

i
ス
を
ほ
ぼ
全
期
間
に
わ
た
っ
て
上
ま
わ
っ
て
お
り
、
こ
れ
に
対
し
て
電
話
加

入
者
数
は
満
州
事
変
期
で
は
電
話
設
備
拡
大
を
下
ま
わ
る
が
、
日
中
戦
争
期
で
は
逆
転
し
て
い
る
。
さ
ら
に
放
送
聴
取
者
の
激
増
が
日
を



引
く
が
、
満
州
事
変
期
は
日
本
人
聴
取
者
が
、
日
中
戦
争
期
は
中
国
人
聴
取
者
が
主
た
る
増
加
要
因
で
私
一
的
。
こ
れ
は
、

一
九
三
六
年
の

ラ
ジ
オ
受
信
機
の
販
売
と
セ
ッ
ト
に
し
た
普
及
活
動
と
日
本
一
詰
i

中
国
語
(
一
部
は
ロ
シ
ア
語
〉
の
二
(
三
)
重
放
送
の
本
格
化
と
に
よ

る
も
の
と
み
ら
れ
る
。

設
備
と
サ
ー
ビ
ス
の
具
体
的
内
容
を
第
七
表
で
み
る
と
、
満
州
事
変
期
で
は

川
日
満
電
気
通
信
幹
線
と
し
て
の
日
満
ケ
ー
ブ
ル
の
建
設
(
安
東
H
奉
天
が
完
成
)
と
と
も
に
、
無
線
電
話
に
よ
る
さ
し
あ
た
り
の
回

線
増
加

凶
ソ
連
系
北
満
鉄
道
付
属
公
衆
通
信
設
備
や
間
島
省
朝
鮮
総
督
府
通
信
設
備
、
満
州
弘
報
協
会
無
線
設
備
な
ど
の
既
存
設
備
の
買
収
・

統
合

同
満
州
事
変
後
に
直
接
の
連
絡
が
途
絶
し
て
い
た
対
華
北
通
信
の
復
活
や
華
北
保
価
政
権
の
電
気
通
信
施
設
拡
張
へ
の
借
款
投
資
な
ど

「
華
北
工
作
」
へ
の
協
力

凶
対
欧
米
直
接
通
信
の
拡
大

同
設
立
当
初
の
電
報
料
金
値
上
げ
の
失
敗

な
ど
の
活
動
が
目
立
つ
。
結
局
、
関
東
軍
の
決
定
案
に
あ
る
川
満
州
内
電
気
通
信
施
設
の
統
合
、
凶
対
日
通
信
連
絡
の
強
化
、
同
対
中
国

通
信
連
絡
の
拡
充
な
ど
を
中
心
と
す
る
も
の
で
あ
っ
た
こ
と
は
明
白
で
あ
る
。
ま
た
、
日
中
戦
争
期
で
は
、

川
日
満
ケ
ー
ブ
ル
の
完
成
と
幹
線
ケ
ー
ブ
ル
の
地
下
ケ
ー
ブ
ル
化

同
事
業
拡
張
五
カ
年
計
画
の
立
案
と
東
部
・
北
部
で
の
通
信
・
放
送
網
の
重
点
的
建
設

同
ノ
モ
ン
ハ
ン
事
件
な
ど
で
の
軍
事
協
力
と
、
華
北
を
は
じ
め
と
す
る
日
本
に
よ
る
軍
事
占
領
地
域
と
の
通
信
連
絡
体
制
の
整
備

日
本
の
対
中
国
電
気
通
信
事
業
投
資
に
つ
い
て

七
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会社の主要設備

電 話

市内電話 市外電話 放送局
自動局 手動局 取扱局

線路延長| 回線数 搬送ChI線路延長

局 局 局 L恒 チャンネノレ 伽 局
40，000 4 

47.8 25 

11 78 273 24，070 323 19 59，029 5 

36.4 32.1 20.5 1.7 12.1 21.1 13.7 。
15 103 329 24，468 362 23 67， 102 5 

20.0 17.5 10.3 22.4 22.9 52.2 8.8 。
18 121 368 29，938 445 35 72，981 5 

11.1 37.2 12.4 27.8 12.8 22.9 23.9 60 

20 166 408 38，264 502 43 90，444 8 

5.0 13.9 8.8 11.2 11.0 18.6 15.5 63 

21 189 444 42，533 557 51 104，473 13 

0.0 11.6 9.5 2.3 10.8 27.5 9.4 23 

21 211 486 43，516 617 65 114，322 16 

4.8 7.1 4.7 15.2 12.8 20.0 3.4 6 

22 226 509 50，134 696 78 118，193 17 

4.5 3.5 2.2 7.8 17.4 101.3 4.0 6 

23 234 520 54，046 817 157 122，952 18 

/¥ 

ωド
イ
ツ
・
イ
タ
リ
ー
な
ど
フ
ァ
シ
ズ

ム
枢
軸
諸
国
と
の
連
絡
強
化

同
一
九
三
九
年
以
降
の
電
話
料
へ
の
度

数
制
採
用
(
値
上
げ
〉
と
電
報
料
金

大
幅
値
上
げ

ブな
Jレど
建令が
設。主
は要
前な
期も
治、 σコ
らで
のあ
継る
続
事日
業満
でケ
あ l

り
、
軍
事
協
力
や
対
外
通
信
も
引
き
続
い

て
行
な
わ
れ
て
い
る
。
た
だ
、
通
信
施
設

の
統
合
に
か
わ
っ
て
、
北
部
お
よ
び
東
部

で
の
通
信
・
放
送
網
の
建
設
が
、
重
点
施

策
に
上
が
っ
て
き
て
い
る
。

こ
の
地
域

は
、
ソ
連
と
の
国
境
地
帯
で
あ
っ
て
関
東

軍
の
対
ソ
作
戦
計
画
で
主
要
戦
場
と
し
て

想
定
さ
れ
、
日
本
か
ら
の
満
州
移
民
の
多

く
も
張
り
付
け
ら
れ
て
い
た
と
こ
ろ
で
あ

っ
た
。



満州電信電話株式

社 員 数 電 信
通信施

年 次 線路
設資産 総数 内日本人 回線数 電信機 無線機

延長

千円 人 一人((ー96〉〉 }αa 座 台
1933 23，350 5，471 185 

39.7 9.4 25.4 

34 32，621 5，983 3，442 (58) 232 42，595 634 140 

26.0 14.8 23.1 5.6 7.7 0.6 13.6 

35 41，094 6，868 4，236 (62) 245 45，886 638 159 

23.2 5.4 17.6 20.8 1.7 21.9 14.5 

36 50，625 7，242 4，980 (69) 296 46，670 778 182 

18.5 14.0 14.8 9.5 17.9 18.4 25.3 

37 60，001 8，255 5，719 (69) 324 55，011 921 228 

16.0 17.8 21. 7 4.3 - 5.5 15.2 33.3 

38 69，611 9，721 6，961 (72) 338 51，982 1，061 304 

24.3 30.7 36.0 36.4 -34.1 11.0 20.7 

39 86，520 12，706 9，470 (75) 461 34，244 1，178 367 

25.4 18.1 19.3 13.0 36.6 8.9 19.9 

40 108，502 15，000 11，301 (75) 521 46，781 1，283 440 

26.6 11.7 13.9 6.5 0.3 18.3 5.0 

41 137，316 16，759 12，869 (77) 555 46，927 1， 518 462 

第 8表

日
本
の
対
中
国
電
気
通
信
事
業
投
資
に
つ
い
て

満州電信電話株式会社『株主総会報告書』各年版より作成。

イタリッ F数値は伸び率(%)，社員数の「内日本人」の( )内の数値は構成比。

資料

注

ま
た
、
こ
う
し
た
設
備
投
資
と
サ

l
ビ

ス
を
さ
さ
え
る
た
め
、
社
外
投
資
も
行
な

わ
れ
た
。
そ
の
一
覧
を
第
九
表
に
示
す
。

一
部
に
出
資
年
が
不
明
な
も
の
が
あ
る

が
、
満
州
事
変
期
に
設
立
さ
れ
た
も
の
に

は
、
満
州
ラ
ジ
オ
普
及
会
社
と
満
州
国
通

信
社
(
満
州
弘
報
協
会
)
の
ほ
か
に
、
満

州
演
芸
協
会
と
東
亜
通
信
調
査
会
が
考
え

ら
れ
る
。
こ
の
う
ち
東
亜
通
信
調
査
会

は
、
表
に
も
し
る
し
た
よ
う
に
、
ソ
連
情

報
収
集
機
関
で
あ
っ
て
、
偽
装
の
た
め

々「
の満
休州
職電
社電
員調
が査
従局
事」

しと
て称
L、会し
TこV
。満

満州、l
州電

電
々
の
本
質
的
特
徴
で
あ
る
軍
事
性
の
あ

ら
わ
れ
の
一
つ
と
い
え
よ
う
。

で
は
、
満
州
事
変
期
に
お
け
る
満
州
電

々
の
投
資
活
動
の
特
徴
を
示
す

ω既
存
電

九
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満州電信電話株式会社の投資・出資先機関

回出
満州ラジオ普及株式会社1193昨 iラジオ聴取者の勧誘・受信機販売・聴取料徴収

などのために設立したが 1年で解散

元満州弘報協会，電々出資後の1937年に無線電

信施設を電々に統合， 1941年改組・増資

華北占領地域の電信電話事業会社，電々は創立

以前から該事業に関与，創立後最大の社外投資

先となる

主として社員住宅の建設・保守のために設立し

た完全子会社，設立後，貸金も年 350万円ずつ

貸与

満州、1(新京〉に於けるラジオ受信機製造会社

月産 500~1000 台程度で本格的生産に歪らず

1942年 l官庁・会社の反古紙の再生会社，事務用紙優先

確保のために増資の際に出資したもの

電柱・腕木の確保のために設立した完全子会社

事業用式紙の印刷のために設立した

芸能活動の統制のために設立され，放送業務の

関係で出資したもの

関東軍・満州政府との共同出資の財団法人。無

線傍受によるソ連情報収集機関

第 9表

要概(/) 関機名関機

1936年社信通国ナ1'11荷

華北電信電話株式会社 11938年

1941年満州電々建物株式会社

満州無線工業株式会社 11942年

満州特殊製紙株式会社

通信用材株式会社

八紘印刷株式会社

株式会社満州演芸協会

東亜通信調査会

資料 『電信電話事業史』第6巻， ~満州国史各論編~.満州電信電話株式会社『株主総会報告

書~.対満事務局殖産課「満州関係新設会社調(未定稿)JC外交資料 E1.1. O. 7-1)など

より作成

注満州電信電話株式会社は「電々」と略した。

四
0 

気
通
信
施
設
の
統
合
と
凶
華
北
電
気

通
信
借
款

「
華
北
通
信
工
作
」
に

つ
い
て
、
や
や
詳
し
く
見
て
お
こ
う
。

既
存
通
信
施
設
の
統
合

前
節
で
簡
単
に
述
べ
て
お
い
た

が
、
日
本
が
占
領
す
る
前
の
満
州
に

は
多
様
な
電
気
通
信
事
業
が
展
開
し

て
い
た
。
満
州
電
々
の
設
立
当
初
の

重
要
課
題
の
一
つ
が
、
こ
れ
ら
諸
施

設
の
吸
収
統
合
で
あ
っ
た
。
そ
の
概

要
を
第
一

O
表
に
一
ボ
す
。

同
表
に
「
地
方
電
話
」
と
し
る
し

た
も
の
は
県
や
民
間
の
経
営
に
な
る

電
話
施
設
で
あ
る
が
、
そ
の
多
く
は

加
入
者
が
数
十
人
か
ら
数
百
人
の
零

細
な
も
の
で
あ
っ
た
。
た
と
え
ば
奉

天
省
内
に
は
ご
九
局
の
電
話
局
が
あ



満州電々会社の通信施設貿収経過第10表

竺1
19341地方電話局 3局

351北満鉄道の公衆通信事業

地方電話事業部局所(遇遼・延吉・潰江・安東・営口・克山・蚊河)

加入者4858名

要概σコ設施t 
口統収買

加入者2366名

昭和製鋼・本渓湖公司等5業者の施設電話

加入者3805名

警備電話系との通話範囲協定

加入者1116名

加入者 505名

361朝鮮総督府逓信局経営の間島省内通信施設

地方電話12事業(佳木斯ほか〉

371満州弘報協会の無線施設11箇所，

の特殊電話化

地方電話48局所(昌図域内局・扶自主ほか〉

381専用通信施設者〔撫順・西安〉との利用協定，

地方電話25局所(巴彦ほか〉

3911荷鉄との鉄道用電話中の用地外住宅電話の整理協定

地方電話12箇所(寛旬ほか〉

19401鉱工業用施設電話の特殊施設用加入電話制度

地方電話3箇所(法庫・清原・興京〕

411新京中央官街街特殊電話の総合交換所の吸収

山海関電気通信施設，軍供用華北地区電気通信施設の譲渡

日
本
の
対
中
国
電
気
通
信
事
業
投
資
に
つ
い
て

資料 『電信電話株式会社株主総会報告書』各年度，および『電信電話事業史』第6巻より

作成.

注 「地方電話」は占領以前から経営されていた県営および民営などの電話組織.

っ
た
が
、
「
官
営
」
が
四
局
「
県
営
」
が
一

O
局
で
、

そ
の
他
は
「
民
営
」
な
ど
で
あ
り
、
う
ち
最
大
規
模

の
も
の
は
安
東
官
督
商
弁
電
話
局
で
加
入
者
数
八

者七
は 人

な最
か 小
つの

たioも
。)の

まは
た民
全営
満の
州復
で県
最電
大話
規局
模で
の 加
も入

の
は
、
恰
爾
潰
惇
家
旬
(
加
入
者
数
一

O
九
一
人
、

自
動
交
換
設
備
を
も
っ
)
と
営
口
(
日
中
合
弁
企
業
、

加
入
者
数
一
六
四
七
人
、
監
視
信
号
付
並
列
複
式
交

換
機
を
有
す
)
の
「
民
営
」
電
話
で
あ
っ
た
。
満
州

電
々
は
、
ま
ず
こ
う
し
た
零
細
な
「
地
方
電
話
」
を

買
収
し
て
い
っ
た
の
で
あ
る
。

「
地
方
電
話
」
の
買
収
価
格
は
、
時
価
に
よ
る
資

産
評
価
額
を
基
準
に
お
こ
な
わ
れ
た
よ
う
で
あ
る

が

「
こ
れ
等
電
話
の
多
く
の
経
営
者
は
、
何
れ
も

そ
の
地
に
お
け
る
有
名
人
で
あ
り
、
名
士
で
あ
る
。

た
と
え
、
小
規
模
の
電
話
局
で
、
利
益
は
ほ
と
ん
ど

上
が
っ
て
い
な
く
と
も
、
電
話
公
司
の
経
営
者
で
あ

四
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四

る
と
い
う
こ
と
に
よ
っ
て
、
他
に
沢
山
の
社
会
的
あ
る
い
は
政
治
的
・
経
済
的
信
用
や
勢
力
を
持
っ
て
い
た
の
で
あ
る
。
む
し
ろ
こ
の
付

(
臼
)

随
的
な
社
会
的
特
権
の
方
が
、
わ
れ
わ
れ
の
目
指
す
電
話
経
営
の
利
益
よ
り
も
透
か
に
大
き
か
っ
た
」
た
め
、

「
古
い
伝
統
と
利
害
関
係

を
包
蔵
す
る
こ
れ
ら
の
施
設
買
収
に
は
非
常
な
困
難
が
伴
い
、
時
に
は
会
社
側
折
衝
員
の
身
体
の
危
険
さ
え
感
ぜ
し
め
る
場
合
も
あ
っ
た
」

と
さ
れ
て
い
る
。
買
収
は
一
九
四

O
年
ま
で
か
か
り
、
経
営
数
八
四
、
加
入
者
数
二
ニ
、
四
二
六
人
で
あ
っ
た
。

北
満
鉄
道
は
、
長
春
日
恰
爾
潰
、
満
州
里
U
恰
爾
漬
リ
絞
芽
河
と
い
う
長
大
な
営
業
区
間
で
、
鉄
道
用
電
信
電
話
施
設
を
利
用
し
て
公

衆
用
通
信
も
取
り
扱
っ
て
い
た
。

一
九
三
五
年
三
月
の
ソ
連
・
満
州
国
間
の
協
定
に
よ
っ
て
、
満
州
国
が
こ
れ
を
買
収
す
る
こ
と
に
な

り
、
満
州
電
々
は
公
衆
電
気
通
信
事
業
を
引
き
継
ぐ
こ
と
と
な
っ
た
が
、
鉄
路
総
局
に
委
託
取
り
扱
い
と
し
d
w

間
島
省
の
電
気
通
信
施
設
の
中
に
は
、
こ
の
地
域
に
国
境
を
接
す
る
朝
鮮
か
ら
多
数
の
朝
鮮
人
居
住
者
が
入
り
込
ん
で
い
た
こ
と
を
口

実
に
、
朝
鮮
総
督
府
が
所
有
す
る
も
の
が
あ
っ
た
。
こ
の
施
設
は
、

属
文
書
で
、
満
州
電
々
に
対
す
る
日
本
政
府
出
資
に
は
含
ま
な
い
こ
と
が
確
認
さ
れ
て
い
た
も
の
で
あ
る
。
し
か
し
、
間
島
省
内
の
「
地

「
満
洲
ニ
於
ケ
ル
日
満
合
耕
通
信
舎
社
ノ
設
立
ニ
闘
ス
ル
協
定
」
付

連方
絡電
の話
協」
定が
がほ
締ぼ
結買
さ収
れC さ
たC れ
。た

σ〉
で

一
九
三
六
年
四
月
に
満
州
電
々
に
譲
渡
さ
れ
、
同
時
に
同
施
設
を
用
い
て
の
満
州
H

朝
鮮
開
通
信

新
聞
報
道
の
統
制
機
関
で
あ
る
満
州
国
通
信
社
(
満
州
弘
報
協
会
)
は
、
以
前
か
ら
合
法
・
非
合
法
に
満
州
全
域
に
わ
た
り
多
く
の
無

一
九
三
六
年
に
満
州
電
々
の
出
資
を
受
け
入
れ
て
関
係
会
社
と
な
り
、
翌
三
七
年
一
月
に
そ
の
設
備
を
満
州

電
々
に
譲
渡
す
る
と
と
も
に
、
特
別
な
通
信
取
扱
の
便
宜
を
得
る
こ
と
と
な
小
点
。

電
設
備
を
設
け
て
い
た
が
、

以
上
の
よ
う
に
、
満
州
の
既
存
電
気
通
信
施
設
の
統
合
は
、
ま
ず
占
領
権
力
に
対
し
て
無
力
な
在
地
の
民
間
電
話
の
強
制
的
買
収
か
ら

始
め
ら
れ
、

つ
い
で
日
本
の
占
領
に
よ
っ
て
利
権
行
使
が
困
難
に
な
る
と
と
も
に
日
本
の
軍
事
干
渉
の
口
実
と
な
る
こ
と
を
懸
念
し
た
ソ



連
の
施
設
が
買
却
さ
れ
、
最
後
に
日
本
・
満
州
の
政
府
機
関
や
特
殊
会
社
の
施
設
に
広
げ
ら
れ
て
行
っ
た
の
で
あ
る
。

11 

「
華
北
工
作
」

へ
の
協
力

華
北
に
お
け
る
電
気
通
信
施
設
の
建
設
は
、
日
本
側
内
部
に
お
け
る
外
務
省
・
旧
電
政
借
款
関
係
者
と
天
津
軍
・
関
東
軍
・
満
州
電
々

と
の
対
立
の
中
で
展
開
し
た
。

外
務
省
は
、
第
一
次
大
戦
後
に
西
原
借
款
を
始
め
と
す
る
巨
額
の
対
中
国
借
款
の
償
還
が
不
確
実
と
な
る
と
、
そ
の
債
権
の
整
理
を
一

貫
し
て
中
国
政
府
に
要
求
し
て
い
た
。
南
京
国
民
党
政
府
は
、
従
来
北
京
政
権
時
代
の
政
治
的
借
款
は
軍
閥
の
私
債
で
あ
る
と
し
て
債
務

継
承
を
把
否
し
て
い
た
が
、
満
州
事
変
後
、
経
済
建
設
政
策
を
本
格
化
す
る
上
で
鉄
道
や
電
気
通
信
事
業
の
利
権
回
収
と
新
規
借
款
受
け

入
れ
の
た
め
に
、
こ
れ
ら
旧
債
の
返
済
に
応
じ
る
姿
勢
に
転
じ
た
。
こ
の
た
め
、

一
九
三
四
年
十
一
月
か
ら
三
六
年
一
月
に
か
け
て
、
東

亜
興
業
や
中
日
実
業
な
ど
の
対
中
国
電
気
通
信
借
款
の
整
理
協
定
締
結
が
実
現
し
、

「
一
本
一
利
」
原
則
に
よ
っ
て
延
滞
利
子
債
務
を
元

金
同
額
以
下
に
切
り
下
げ
な
が
ら
も
、
月
賦
償
還
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
。
こ
の
整
理
協
定
締
結
交
渉
に
際
し
て
、
外
務
省
は
斡
旋
交
渉

を
行
な
い
、
中
国
側
に
月
賦
金
の
増
額
を
求
め
る
と
と
も
に
、
債
権
者
側
に
対
し
て
は
「
整
理
契
約
成
立
ノ
上
ハ
更
メ
テ
支
那
側
支
掛
金

ノ
中
ヨ
リ
半
額
位
ハ
園
策
上
必
要
ニ
シ
テ
而
モ
採
算
確
貰
ナ
ル
事
業
(
特
ニ
従
来
ノ
行
懸
モ
ア
リ
成
ル
へ
ク
電
政
闘
係
事
業
)
ニ
再
投
資

(
渇
)

ス
ル
コ
ト
極
メ
テ
望
マ
シ
キ
旨
説
示
シ
」
て
き
た
。
こ
の
債
権
者
へ
の
「
説
示
」
は
、
イ
ギ
リ
ス
が
、
北
清
事
変
賠
償
金
支
払
金
を
中
国

側
に
還
付
す
る
代
り
に
中
国
側
必
要
物
資
の
イ
ギ
リ
ス
か
ら
の
購
入
資
金
に
あ
て
さ
せ
る
こ
と
に
成
功
し
、
重
工
業
製
品
な
ど
を
着
々
と

(

ω

)

 

輸
出
し
は
じ
め
た
こ
と
へ
の
対
抗
策
で
あ
っ
た
。

中
日
実
業
と
そ
の
電
話
関
係
借
款
資
金
提
供
者
(
住
友
・
古
河
・
三
井
物
産
・
第
一
銀
行
)
の
一
部
は
、
外
務
省
の
要
請
に
積
極
的
に

応
じ
、
整
理
契
約
締
結
か
ら
一
年
ほ
ど
し
て
、
一
丹
投
資
の
具
体
案
作
成
を
北
京
交
通
部
顧
問
の
辻
野
技
師
に
依
頼
し
た
。
辻
野
は
、

。

日
本
の
対
中
国
電
気
通
信
事
業
投
資
に
つ
い
て

四
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四
四

カ
年
一
五

O
O万
ド
ル
で
華
北
五
省
の
電
話
施
設
の
拡
張
改
良
を
は
か
り
、
と
く
に
第
一
期
で
は
北
京
・
天
津
の
市
内
電
話
の
自
動
交
換

化
を
整
理
契
約
月
賦
金
二
か
年
分
の
三
五

O
万
ド
ル
で
賄
う
と
い
う
「
北
支
電
話
鎮
張
十
年
計
劃
」
を
も
っ
て
帰
国
し
た
。

他
方
、

一
九
三
一
五
年
一
一
月
、
南
京
国
民
党
政
府
が
幣
制
改
革
を
発
表
し
実
施
に
着
手
す
る
と
、
関
東
軍
と
天
津
寧
は
華
北
の
南
京
中

夫
か
ら
の
分
離
工
作
を
急
ぎ
、
巽
東
地
区
に
は
酸
汝
耕
を
首
班
と
す
る
巽
東
防
共
自
治
委
員
会
を
設
立
し
「
自
治
」
を
宣
言
さ
せ
た
。
そ

し
て
、
満
州
電
々
を
つ
う
じ
て
支
配
の
重
要
手
段
で
あ
る
電
気
通
信
網
を
整
備
さ
せ
よ
う
と
し
て
い
た
。
ま
た
、
本
国
中
央
で
は
、
対
満

事
務
局
が
満
州
電
々
に
華
北
電
政
事
業
の
経
営
を
委
ね
る
こ
と
の
可
否
を
検
討
し
て
い
た
。

外
務
省
は
、
こ
れ
に
対
し
て
川
中
国
側
の
つ
面
子
」
を
尊
重
す
る
こ
と
、
川
列
国
と
の
関
係
上
あ
か
ら
さ
ま
な
事
業
独
占
形
式
は
避
け

る
べ
き
こ
と
、
同
日
本
の
関
係
企
業
に
は
満
州
国
型
の
統
制
は
避
け
る
こ
と
な
ど
の
理
由
で
反
対
し
、
華
北
電
政
開
発
投
資
は
川
国
策
と

採
算
の
調
和
、
凶
事
業
経
営
権
獲
得
よ
り
投
資
の
安
全
性
の
重
視
、
な
ど
を
要
件
と
す
べ
き
だ
と
主
張
し
て
い
た
。
し
か
し
、
現
地
で
は
、

ま
さ
に
経
営
権
掌
握
を
め
ざ
し
て
工
作
が
展
開
し
て
お
り
、
満
州
電
々
に
よ
る
巽
東
防
共
自
治
政
府
管
内
の
電
気
通
信
設
備
改
良
工
事
請

負
契
約
交
渉
が
進
め
ら
れ
、

一
九
三
六
年
六
月
に
は
契
約
が
締
結
さ
れ
七
月
に
は
工
事
が
始
め
ら
れ
て
い
た
の
で
あ
る
。

外
務
省
は
原
則
的
に
辻
野
菜
を
支
持
し
、
陸
軍
側
の
意
向
を
打
診
し
た
と
こ
ろ
、
次
の
よ
う
な
意
見
が
表
明
さ
れ
た
。

「
甲
、
参
謀
本
部
意
見

け

北
支
政
治
工
作
指
導
精
神
ニ
鑑
ミ
投
資
方
針
ト
シ
テ
ハ
大
瞳
本
案
ニ
同
意

(二3

然
レ
ト
モ
満
洲
電
電
系
通
信
網
ト
ノ
連
絡
ニ
就
テ
ハ
特
ニ
技
術
的
ニ
考
慮
ヲ
擁
ヒ

日

又
人
的
配
置
ニ
首
リ
テ
ハ
賓
質
的
経
営
樺
ノ
要
衝
ヲ
把
握
セ
シ
ム
ル
外
一
部
放
送
無
電
等
私
的
経
営
ヲ
許
ス
範
圏
ニ
封
シ
テ
ハ

合
排
ニ
依
ル
舎
社
企
業
ヲ
モ
劃
策
ス
ル
等
政
権
ノ
移
動
ニ
依
ル
利
擢
ノ
解
消
口
賓
ヲ
輿
へ
サ
ル
如
ク
考
慮
ノ
事



(同

(
附
記
)
天
津
軍
ト
密
接
ナ
ル
連
繋
下
ニ
貫
施
セ
ラ
ル
可
キ
事

乙
、
防
備
課
意
見

H 

北
支
電
政
開
譲
二
割
ス
ル
中
日
貰
業
側
計
劃
ハ
概
ネ
適
嘗
ナ
ル
モ
三
井
無
線
等
ノ
電
政
闘
係
借
款
ヲ
モ
逐
次
整
理
シ
在
支
帝
園

電
政
樫
ヲ
進
展
セ
シ
ム
ル
如
ク
配
慮
ス
ル
ヲ
要
ス

同

満
洲
電
電
舎
社
ヲ
シ
テ
濁
占
的
ニ
北
支
電
政
事
業
ヲ
経
営
セ
シ
ム
ル
ハ
適
首
ナ
ラ
サ
ル
へ
シ
ト
雄
モ
現
ニ
関
東
軍
ノ
命
令
及
駐

屯
寧
ノ
要
望
ニ
基
キ
北
平
天
津
問
、
古
北
口
北
平
間
及
多
倫
、
長
家
口
間
ノ
施
設
改
善
ヲ
賓
施
シ
ツ
ツ
ア
ル
情
況
ナ
ル
ヲ
以
テ
本

邦
関
係
者
ト
協
調
ヲ
保
チ
電
政
開
護
ニ
投
資
又
ハ
参
奥
セ
シ
ム
ル
ハ
軍
事
上
ノ
見
地
ニ
於
テ
ハ
固
ヨ
リ
日
浦
支
通
信
連
絡
上
必
要

ナ
リ

(弓

通
信
上
ノ
貰
樺
ヲ
把
握
ス
ル
ニ
ハ
単
ニ
投
資
及
技
術
指
導
ニ
止
ラ
ス
其
ノ
経
営
樫
ヲ
獲
得
ス
ル
コ
ト
緊
要
ナ
リ
之
カ
潟
機
ヲ
見

テ
北
支
政
権
ヲ
シ
テ
九
ヶ
園
保
約
等
ニ
違
反
セ
サ
ル
範
圏
ニ
於
テ
日
満
支
合
資
ノ
通
信
曾
社
ヲ
設
立
セ
シ
ム
ル
様
議
メ
準
備
研
究

ス
ル
ヲ
要
ス
」

外
務
省
側
は
、
こ
の
意
見
で
「
陸
軍
側
ノ
意
轡
モ
大
韓
本
案
ニ
賛
成
ナ
ル
ヤ
ニ
察
セ
ラ
レ
タ
」
と
し
て
い
る
が
、
川
満
州
電
々
施
設
と
の

連
絡
、
川
経
営
権
把
握
の
た
め
の
満
州
電
々
型
合
弁
会
社
の
設
立
、
川
現
地
軍
と
の
協
調
な
ど
が
主
張
さ
れ
て
お
り
、
必
ず
し
も
外
務
省

の
方
針
に
賛
成
し
て
い
る
と
は
い
い
き
れ
な
い
。

一
九
三
六
年
入
月
二
二
日
、
逓
信
省
は
辻
野
の
案
を
下
敷
き
に
し
て
「
北
支
(
巽
察
匡
域
)
電
気
通
信
事
業
損
張
改
良
計
劃
案
」
を
作

成
し
た
。
こ
の
案
も
、
東
亜
興
業
・
中
日
実
業
が
受
け
取
る
月
賦
金
を
も
と
に
、
五
年
間
に
総
額
九
一
七
万
円
で
北
平
・
天
津
の
電
話
自

動
化
や
山
東
・
山
西
・
察
恰
爾
の
通
信
連
絡
の
拡
充
、
日
満
と
の
無
線
連
絡
、
放
送
事
業
な
ど
を
実
施
す
る
も
の
で
あ
っ
た
。
こ
れ
に
外

日
本
の
対
中
国
電
気
遜
信
事
業
投
資
に
つ
い
て

四
五
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四
六

〈単位:万円〉

193円3円一 1_2一一 1
1
:門一印削削一9倒凶41出1帥一特「一lド「円戸19別M叫一9叫凶昨4必昨2咋年

第 5期第6期第7期第8期第9期第10期第11期

6，000 6，961 8，652 10，850 13，732 15，359 17，295 
614 651 787 1，297 1，885 2，503 2，983 
524 681 1，050 2，023 2，502 3，028 2，845 
25 125 125 248 418 605 959 

137 106 350 700 1，050 
383 708 653 263 265 571 340 

535 399 602 951 1，128 1，071 1，549 

9，631 Iω69 I 15， 631 I 20， 279 I 2問 6 I 27，022 

3，625 3，625 4，313 5，563 6，813 7，500 8，750 
1，168 1，641 2，310 3，021 3，547 4，277 5，034 

51 51 51 51 51 51 51 

2，300 2，900 3，500 4，885 7，055 9， 105 10.074 

422 601 1，149 926 998 

203 250 424 587 790 1，086 1，212 
450 564 702 787 875 890 902 

，631 I山 69 I 15， 631 I 20， 279 I 23， 836 I 27，022 

993 989 1，809 3，864 5，827 2，813 2，800 
933 952 1， 671 3，119 4，950 2，202 
60 37 138 545 677 461 

200 200 150 

4，385 5，360 3， 187 2，360 

654 886 1， 106 1， 130 682 1，510 1，656 
5 8 5 19 657 56 46 

- 68 -103 -115 -174 -245 -340 -408 

591 791 996 975 1，094 1，226 1，294 
-213 -299 -406 -329 -403 -511 -579 

378 491 590 646 692 715 715 

151 225 310 293 306 258 200 

72 112 142 183 176 187 216 

9 9 9 9 9 10 10 

218 218 242 303 384 436 475 

7.2% 8.29杉 8.49ぢ 6.29ぢ 5.4% 5.1% 4.89ぢ

3.29ぢ 3.99ぢ 4.3% 2.7% 2.69百 2.9労 2.9% 

33.6% 39.9% 44.1% 37.2% 35.0% 29.0% 22.2% 

式会社の財務状況



第11表満州電信電話株

日
本
の
対
中
国
電
気
通
信
事
業
投
資
に
つ
い
て

1933年末 1934年末 1935年末 1936年末

第 1期 第2期 第3期 第4期

通信施設 2，335 3，262 4， 109 5，062 
雑施設 88 262 429 553 

貯蔵品〈工事用品外〉 104 100 235 334 

有価証券 13 

貸金(合借款〉

現金・預金 640 721 721 495 

その他資産 80 177 120 291 

資産総計 3，247 1 . 4，522.1 5，615 I 6，7必

払込株金 2，938 2，938 2，938 3，625 
諸積立金 36 176 437 774 

補助金 51 51 51 

社債・借入金 800 1，500 1，500 
短期負債 189 251 278 295 

社員関係 32 88 

利益金 84 306 378 415 

負債総計 3，247 I 4，522 1 5，615 I 6，748 

四
七

1，013 1，064 
起通信施設 846 993 

業雑施設 167 71 

費予備費

当初予算

109 413 537 576 

雑収支 10 1 - 5 6 

室利息収支 。 7 -26 -50 

事小計 119 420 506 532 

資産償却 -35 -121 -167 -177 

当期利益金 84 299 339 355 

15 82 133 145 

次期繰越 7 39 60 72 

勢役員賞与 3 9 9 9 

配当金 59 176 176 190 

対総資産粗収益率 14.7% 9.35ぢ 9.0% 7.9% 

対固定資産償却率 5.99百 3.49百 3.7% 3.2% 

内部留保率 18.1% 26.8% 35.2% 34.9% 

資料満州電信電話株式会社『株主総会報告書』各年版より作成。
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会社募集社債一覧

満期|償還方法| 発 行 目 的 号| 受 先

年間
随時円〈以半償年上還〉~ 

10 事 業 資 金 朝 鮮 銀 行

" " " 筒 易 保 険 局

" " " 朝 鮮 銀 行

12 " " 衛 易 保 険 局

" " " 朝鮮銀行〈請負募集〉

10 100，000 " " " 
" 50，000 " 筒 易 保 険 局

11 100，000 " シンジケート A(請負募集〉

" 125，000 事業資金(社債前借り返済〉 H (委託募集〉

" 100，000 " " " 
" 150，000 " シンジケート B(委託募集〉

" 175，000 11 シンジケート c( " 〉
" 200，000 " " " 〉
" " " シンジケート D( " 〉
" " " シンジケート E( " 〉
" " 第 1 四社債借換 " ( " 〉

野村各銀行・三井・三菱・安田・住友各信託。シンジケート Bは，シンジケート AIこ東海・神

ート Dは，シンジケート Cに日本昼夜・十五・昭和各銀行が加わえる。シンジケート Eは，シン

四
/¥. 

務
・
陸
軍
・
海
軍
が
賛
成
し
た
が
、
大
蔵
省
は
、

賛
否
を
留
保
し
た
上
、
東
亜
興
業
・
中
日
実
業
の

借
款
の
出
資
者
で
あ
る
預
金
部
・
関
係
銀
行
・
電

話
材
料
団
に
は
再
投
資
が
困
難
な
事
情
も
あ
る
と

述
べ
た
。
ま
た
天
津
寧
も
反
対
し
、
何
よ
り
も
巽

察
政
権
が
同
意
せ
ず
、
結
局
、
外
務
省
・
逓
信
省

の
方
向
で
の
華
北
電
政
改
良
拡
張
投
資
は
進
展
を

み
な
か
っ
た
の
で
あ
る
。

他
方
、
満
州
電
々
は
、
巽
東
政
権
と
の
契
約
に

よ
っ
て
改
良
・
拡
張
工
事
を
す
す
め
、
山
海
関
H

天
津
の
搬
送
線
路
建
設
や
通
州
H
古
北
口
・
北
平

-
唐
山
の
各
線
の
改
修
、
通
州
の
自
動
電
話
交
換

を
は
じ
め
唐
山
局
な
ど
二
二
局
の
電
話
交
換
機
の

整
備
な
ど
を
実
施
し
て
一
九
三
七
年
四
月
に
工
事

を
完
了
し
、
八
月
二
五
日
に
工
事
請
負
代
金
(

五
O
万
円
〉
の
借
款
契
約
を
締
結
し
た
。
工
事
完

成
に
よ
っ
て
奉
天
H
天
津
の
通
信
能
率
は
向
上



満州電信電話株式

十一~ 据置

円 百円に付円 % 西暦年.月.日 年間

1回 8，000，000 100 4.5 34. 7. 20 2 

2回 3，500，000 " " 35. 7. 31 11 

3回 3，500，000 " 4.3 35. 9. 20 " 4回 4，000，000 99.5 4.1 37. 6. 1 " 5回 4，000，000 " " 37. 6. 10 " 6回 4，000，000 100 " 38. 4. 20 " 
7回 2，000，000 " " 38. 6. 1 1/ 

8図 6，000，000 1/ " 39. 10. 25 1/ 

9回 8，000，000 1/ 1/ 40. 9. 5 1/ 

10回 6，000，000 1/ " 40. 11. 20 1/ 

11回 10，000，000 " 1/ 41. 6. 20 I! 

12回 11，500，000 " 
1/ 41. 10. 25 1/ 

13回 13，500，000 1/ " 42. 5. 1 1/ 

14回 8，000，000 1/ 1/ 42. 10. 15 " 
15回 8，000，000 1/ 1/ 43. 11. 15 " 
16回 8，000，000 1/ 1/ 44. 7. 20 1/ 

日行発率手リ格価額行発発行

日
本
の
対
中
国
電
気
通
信
事
業
投
資
に
つ
い
て

資料 日本興業銀行調査部『第50回全国公債社債明細表』より作成。

注1: シンジケート Aは，興銀・正金・朝鮮・第一・三井・三菱・安田・第百・住友・三和

戸商銀行が加わる。シンジケー卜 Cは，シンジケート Bに三和信託が加わる。シンジケ

ジケート Dから三井・第一・第百・臼本昼夜が消え，帝国銀行が加わる。

し
、
電
話
網
は
華
北
で
は
充
実
し
た
も
の
と
な
っ

た
が
、
電
話
加
入
者
は
巽
東
全
体
で
二
ハ

O
O人

ほ
ど
で
「
最
大
の
唐
山
が
四

0
0、
次
の
通
州
が

そニ
の O
他 O

、塘

三千占
加が
入-
IJ) -

局 O
が 他
ほは
と多
ん公い
どと3σコ
bz が
よ五

万Q

」
の
工
事
請
負
借
款
が
現
地
の
民
間
通
信
需
要
よ

り
も
日
本
側
の
支
配
の
都
合
で
進
め
ら
れ
た
こ
と

を
表
し
て
い
る
。

川
投
資
資
金
の
調
達

以
上
の
よ
う
な
満
州
電
々
の
活
動
は
、
軍
事
主

導
と
特
徴
づ
け
ら
れ
る
が
、
こ
れ
を
さ
さ
え
る
財

務
を
簡
単
に
検
討
し
て
お
こ
う
。
第
一
一
表
に
満

州
電
々
の
貸
借
対
照
表
・
損
益
計
算
・
利
益
金
処

分
を
ま
と
め
て
お
く
。

ま
ず
、
上
述
し
た
諸
投
資
の
価
値
を
総
括
す
る

「
通
信
施
設
」
資
産
額
は
、
満
州
事
変
期
二
・
六
倍

↓
日
中
戦
争
期
二
・
三
倍
と
な
っ
て
お
り
、
ィ
ン
フ

四
九
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五
0 

レ
を
反
映
し
て
日
中
戦
争
期
の
伸
び
の
鈍
化
は
実
物
に
く
ら
べ
て
大
き
く
は
な
い
。
む
し
ろ
、
満
州
事
変
期
に
は
増
大
率
が
低
下
す
る
の

に
対
し
て
、
日
中
戦
争
期
に
は
拡
大
傾
向
に
あ
る
。
さ
ら
に
絶
対
額
で
は
、
満
州
事
変
期
に
は
、

一
九
三
三
年
末
の
二
三
三
五
万
円
か
ら

三
七
年
末
の
六

0
0
0万
円
へ
と
三
六
六
五
万
円
の
純
増
を
し
る
し
て
い
る
。
こ
れ
を
事
業
計
画
案
(
一
八
八
六
万
円
)
と
く
ら
べ
れ
ば
、

期
聞
が
一
年
少
な
く
減
価
償
却
も
行
な
わ
れ
て
い
る
の
に
、
じ
つ
に
九
四
・
四
%
も
多
く
な
っ
て
い
る
。
ま
た
、

「
起
業
費
L

は
三
五
年

か
ら
報
告
さ
れ
始
め
る
が
、
こ
の
膨
張
は
三
九

i
四
一
年
に
顕
著
で
あ
る
。
局
舎
や
社
宅
な
ど
の
「
雑
施
設
」
は
さ
ら
に
急
速
に
拡
大
し
、

三
五
年
以
降
は
通
信
施
設
の
一
割
程
度
に
達
し
て
い
る
。
工
事
用
品
や
補
修
用
品
な
ど
の
「
貯
蔵
品
」
も
、
三
五
年
以
後
急
増
し
て
い

る
。
三
六
年
に
は
満
州
国
通
信
社
を
皮
切
り
と
す
る
社
外
投
資
に
よ
る
「
在
価
証
券
」
資
産
が
あ
ら
わ
れ
、
三
七
年
に
は
上
述
の
巽
東
電

政
借
款
の
未
償
還
額
が
寸
貸
金
」
に
計
上
さ
れ
て
い
る
。
こ
う
し
た
「
通
信
施
設
」
以
外
の
諸
資
産
は
、
と
く
に
「
貯
蔵
品
」
を
中
心
に

し
て
、
日
中
戦
争
以
後
も
急
増
し
続
け
、
そ
の
結
果
「
通
信
施
設
」
資
産
の
総
資
産
に
対
す
る
割
合
は
三
六
年
の
七
五
・

owmを
頂
点
と

し
て
漸
次
低
下
し
て
い
る
。

「
通
信
施
設
」
と
「
雑
施
設
」
を
中
心
と
す
る
資
産
膨
張
は
、
い
か
な
る
資
金
で
賄
わ
れ
た
で
あ
ろ
う
か
。
ま
ず
、
株
金
払
込
徴
収
は
、

株
主
を
募
集
す
る
際
に
公
表
し
た
事
業
計
画
書
で
予
告
し
た
が
、
満
州
事
変
期
で
は
わ
ず
か
に
一
九
三
六
年
の
一
回
(
六
八
七
万
円
)
だ

け
で
あ
る
。
こ
れ
に
対
し
「
諸
積
立
金
」
と
「
次
期
繰
越
」
は
年
々
の
フ
ロ
!
で
三
三

i
三
七
年
で
一

O
倍
に
も
な
り
、

「
諸
積
立
金
」

ス
ト
ッ
ク
は
三
七
年
に
一
一
六
八
万
円
に
も
達
し
て
い
る
。
し
か
し
こ
れ
で
は
「
通
信
施
設
」
純
増
に
も
足
り
な
い
。
そ
こ
で
「
社
債
・

借
入
金
」
が
三
四
年
か
ら
た
て
ら
れ
、
ゴ
一
七
年
に
は
二
三

O
O万
円
も
の
残
高
に
な
っ
て
い
る
。
設
備
投
資
資
金
は
、
基
本
的
に
は
「
社

債
・
借
入
金
」
に
依
存
し
、

「
積
立
金
」
と
「
株
金
徴
収
」
が
こ
れ
を
補
な
っ
た
と
い
え
る
。
発
行
社
債
の
一
覧
を
第
十
二
表
に
示
し
た

が
、
第
三
四
社
債
ま
で
は
利
率
こ
そ
や
や
高
い
が
、
割
引
な
し
・
随
時
償
還
と
い
う
好
条
件
で
朝
鮮
銀
行
と
簡
易
保
険
局
に
引
受
け
ら
れ



て
お
り
、
第
四
・
五
回
は
期
限
は
延
び
利
率
は
下
が
っ
た
が
、
若
干
の
割
引
が
お
こ
な
わ
れ
た
。
設
備
投
資
の
急
増
に
よ
る
株
金
払
込
徴

収
と
社
債
の
激
増
に
対
し
、
よ
う
や
く
三
九
年
か
ら
シ
ン
ジ
ケ
ー
ト
が
組
織
さ
れ
た
の
で
あ
る
。

さ
て
「
諸
積
立
金
」
の
急
増
を
可
能
に
し
た
の
は
、
い
う
ま
で
も
な
く
、
高
い
収
益
率
で
あ
る
。
前
述
の
よ
う
に
、
満
州
電
々
は
、
収

益
性
の
悪
い
広
大
な
地
域
で
の
経
営
と
軍
事
的
通
信
網
建
設
負
担
の
た
め
、
収
益
率
が
低
い
も
の
と
予
想
さ
れ
て
い
た
。
こ
の
た
め
、
創

立
直
後
に
電
報
料
金
の
統
一
化
に
隠
れ
て
値
上
げ
を
試
み
、
料
金
制
度
変
更
へ
の
反
発
も
く
わ
わ
っ
て
日
本
人
居
住
民
か
ら
猛
烈
な
反
対

運
動
に
あ
い
、
値
下
げ
を
余
儀
な
く
さ
れ
て
い
る
。
し
か
し
実
際
に
は
、

「
経
済
開
発
」
に
と
も
な
う
通
信
需
要
の
急
増
に
よ
っ
て
、
創

立
直
後
か
ら
相
当
高
い
利
益
を
あ
げ
た
。
し
た
が
っ
て
配
当
率
の
引
き
上
げ
も
可
能
で
あ
っ
た
が
、
監
督
官
庁
の
指
導
で
配
当
率
は
六
必

に
据
え
置
か
れ
、
内
部
蓄
積
を
厚
く
す
る
こ
と
が
で
き
た
。
電
信
事
業
は
赤
字
で
あ
っ
た
が
、
電
話
事
業
の
大
幅
の
黒
字
で
こ
れ
を
カ
パ

(
お
)

ー
し
て
こ
の
高
収
益
を
確
保
し
た
。
も
っ
と
も
、

「
電
話
制
度
の
が
ん
と
い
う
べ
き
架
設
費
の
全
部
ま
た
は
一
部
を
加
入
者
に
負
担
さ
せ

る
制
度
を
廃
止
す
べ
き
で
あ
り
、
ま
た
漸
次
そ
れ
を
実
現
す
べ
く
戸
明
し
て
い
た
の
で
あ
る
が
、
会
社
財
務
の
関
係
上
、
そ
の
存
立
の
終

(
刷
出
〉

期
に
至
る
ま
で
開
通
料
金
徴
収
の
全
廃
に
は
至
ら
な
か
っ
た
」
。
「
民
営
」
で
も
「
受
益
者
負
担
」
制
度
が
維
持
さ
れ
、
高
収
益
を
あ
げ
て

軍
事
施
設
へ
の
投
資
を
保
証
し
て
い
っ
た
と
い
え
よ
う
。

(

1

)

満
鉄
経
済
調
査
会
、
前
掲
書
、
三

t
一
四
貰
。

(

2

)

「
満
洲
電
信
電
話
株
式
会
社
事
業
収
支
及
営
業
収
支
予
算
書
」
一
九
三
二
年
五
月
一
七
日
(
「
満
洲
電
信
電
話
株
式
会
社
」
『
昭
和
財
政
史
資
料
』

R
二
二
五
1
0
0
一

)

(

3

)

こ
う
し
た
電
話
ケ
ー
ブ
ル
通
信
の
利
点
に
つ
い
て
は
、
一
九
三
九
年
に
逓
信
省
が
立
案
し
た
「
東
亜
ニ
於
ケ
ル
通
信
ケ
ー
ブ
ル
幹
線
ノ
整
備
ニ

関
ス
ル
件
」
付
属
資
料
の
「
東
亜
電
気
通
信
網
整
備
要
綱
説
明
資
料
」
の
な
か
で
確
認
し
て
い
る
。
こ
の
東
亜
電
気
通
信
網
建
設
計
画
は
、
第
一
期

計
画
と
し
て
は
東
京
H
北
京
・
南
京
・
上
海
に
直
通
長
距
離
電
話
ケ
ー
ブ
ル
網
を
展
開
し
、
さ
ら
に
南
方
や
ソ
ビ
エ
ト
に
も
延
長
し
よ
う
と
す
る
も

日
本
の
対
中
国
電
気
通
信
事
業
投
資
に
つ
い
て

五
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五

の
で
あ
り
、
す
で
に
完
成
し
て
い
た
東
京
H
奉
天
の
無
装
荷
電
話
ケ
ー
ブ
ル
(
日
満
ケ
ー
ブ
ル
の
主
要
部
分
)
の
成
功
を
も
と
に
し
て
い
た
。

(

4

)

「
第
三
事
業
計
画
」
に
は
、
第
一
期
の
五
カ
年
計
画
と
し
て
、
次
の
よ
う
に
記
さ
れ
て
い
る
。

「
一
、
改
修
工
事

現
在
施
設
の
改
修

一
一
、
績
張
工
事

有
線
電
信
電
話
同
線
の
新
増
設

主
要
都
市
電
話
の
新
増
設

無
線
電
信
電
話
施
設
の
新
増
設

大
電
力
放
送
局
の
新
設
及
既
設
局
の
績
充

主
要
な
る
民
管
電
話
施
設
の
買
収

其
の
他
雑
施
設
の
援
充

三
、
前
二
項
に
記
載
す
る
事
業
を
賓
施
す
る
に
要
す
る
事
業
費
の
毎
年
支
出
す
べ
き
珠
想
概
算
額
は
左
表
(
省
略
:
・
筆
者
〉
の
如
き
見
込
な
り
。
而

し
て
其
の
資
金
に
は
第
一
同
払
込
株
金
六
、
八
七
五
、

0
0
0国
及
毎
年
生
ず
べ
き
社
内
保
留
金
の
外
、
一
面
低
金
利
時
代
の
情
勢
に
鑑
み
、
他

面
株
主
の
利
害
を
察
し
適
宜
資
金
借
入
の
方
法
に
依
る
等
適
切
な
る
慮
置
を
採
る
べ
し
と
難
も
、
或
は
必
要
に
依
り
第
二
年
及
第
三
年
に
お
い
て

各
八
分
の
一
宛
の
払
込
を
要
す
る
こ
と
あ
る
べ
し
。
」

満
鉄
経
済
調
査
会
、
前
掲
書
、
一
四
六
J
一
四
八
頁
。

(

5

)

日
本
電
信
電
話
公
社
電
信
電
話
事
業
史
編
集
委
員
会
『
電
信
電
話
事
業
史
』
第
六
巻
、
一
九
五
九
年
、
同
社
、
三
九
八

1
四
O
O頁。

(

6

)

間
前
、
四

0
0
1四
O
二
頁
。

(

7

)

満
州
電
信
電
話
株
式
会
社
『
株
主
総
会
報
告
書
』
各
年
版
に
よ
れ
ば
、
聴
取
者
数
増
加
の
日
本
人
の
寄
与
率
は
、
一
九
三
七
年
ま
で
は
八

O
M

前
後
で
あ
る
が
、
三
八
J
四
一
年
で
は
二
一

o
i四
O
Mに
落
ち
込
ん
で
い
る
。

(

8

)

日
満
ケ
ー
ブ
ル
は
、
東
京
と
新
京
と
の
約
三
一

O
O
O
M
を
無
装
荷
ケ
ー
ブ
ル
で
直
通
す
る
も
の
で
、
満
州
内
は
地
下
埋
設
さ
れ
た
も
の
で
あ

る
。
当
時
、
電
話
回
線
の
長
距
離
化
と
、
一
対
の
電
気
通
信
線
で
数
通
話
を
可
能
と
す
る
搬
送
技
術
の
発
達
と
に
よ
っ
て
、
従
来
電
話
ケ
ー
ブ
ル
に

使
用
し
て
き
た
ド
イ
ツ
の
ピ
ュ
ピ
ン
の
発
明
に
な
る
装
荷
ケ
ー
ブ
ル
の
限
界
が
意
識
さ
れ
始
め
て
い
た
。
す
な
わ
ち
、
長
距
離
無
装
荷
電
話
ケ
I
ブ



ル
で
は
電
線
開
の
静
電
容
量
(

C

)

に
よ
っ
て
必
要
周
波
数
帯
域
の
高
域
端
で
の
回
路
イ
ン
ピ
ー
ダ
ン
ス
が
低
下
し
て
信
号
電
流
の
減
衰
が
は
な
は

だ
し
く
、
こ
れ
を
緩
和
す
る
た
め
、
電
線
に
直
列
に
コ
イ
ル

(
L
)
を
装
荷
し
L
C
共
振
に
よ
っ
て
イ
ン
ピ
ー
ダ
ン
ス
を
持
ち
上
げ
て
い
た
が
、
共

振
に
よ
る
位
相
歪
み
が
大
き
く
、
ま
た
反
響
も
起
こ
り
ゃ
す
い
の
で
数
百
回
ぐ
ら
い
ま
で
の
回
線
に
し
か
使
え
ず
、
さ
ら
に
共
振
点
以
上
の
周
波
数

を
使
用
す
る
搬
送
方
式
は
全
く
適
用
で
き
な
か
っ
た
の
で
あ
る
。

こ
の
問
題
に
取
り
組
ん
だ
逓
信
省
技
術
者
た
ち
は
、
一
九
三
一
二
年
頃
、
安
定
し
た
高
利
得
増
幅
器
と
高
域
の
減
衰
を
補
償
す
る
等
化
回
路
と
を
適

当
な
間
隔
で
無
装
荷
ケ
ー
ブ
ル
に
挿
入
す
る
方
式
を
考
案
し
た
。
そ
の
後
、
こ
の
方
式
に
適
合
す
る
ケ
ー
ブ
ル
と
搬
送
装
置
の
開
発
を
進
め
た
が
、

「
全
く
新
し
い
設
計
で
、
製
造
し
た
ケ
ー
ブ
ル
と
新
し
く
製
造
し
た
搬
送
装
置
と
を
用
い
て
、
本
格
的
に
実
施
す
る
場
所
と
し
て
は
、
古
い
施
設
の

あ
る
日
本
で
は
で
き
な
い
の
で
、
満
州
が
選
ば
れ
」
(
篠
原
登
「
無
装
荷
ケ
ー
ブ
ル
完
成
|
東
京
・
ハ
ル
ピ
ン
三
千
キ
ロ

l
」
、
前
掲
『
赤
い
夕
陽
』
、

七
九
頁
)
、
ま
ず
、
二
八
対
の
無
装
荷
ケ
ー
ブ
ル
が
安
東
H
鳳
風
域
H
奉
天
に
建
設
さ
れ
た
。
こ
の
成
功
に
よ
っ
て
、
つ
づ
い
て
奉
天
日
新
京
線
、

朝
鮮
の
縦
貫
線
で
あ
る
新
義
州
日
京
城
日
釜
山
線
と
、
釜
山
H
福
岡
の
海
底
線
、
福
岡
H
下
関
H
広
島
日
大
阪
H
名
古
屋
H
東
京
な
ど
が
建
設
さ
れ
、

四
O
年
に
全
通
し
た
の
で
あ
る
。
使
用
し
た
ケ
ー
ブ
ル
は
住
友
電
線
・
古
、
河
電
工
・
藤
倉
電
線
の
三
社
が
製
造
し
、
搬
送
装
置
は
日
本
電
気
・
富
士

通
信
機
が
担
当
し
た
が
、
こ
れ
ら
の
企
業
は
逓
信
省
か
ら
の
試
作
命
令
で
製
造
上
の
ノ
ウ
ハ
ウ
を
独
占
的
に
蓄
積
し
て
い
た
。

な
お
、
無
装
荷
ケ
ー
ブ
ル
の
成
功
に
よ
っ
て
、
送
荷
方
式
に
対
す
る
年
数
十
万
円
の
特
許
使
用
料
の
支
払
も
停
止
し
え
た
と
さ
れ
て
い
る
。

(

9

)

日
本
電
信
電
話
公
社
、
前
掲
書
、
四
一

O
頁
、
お
よ
び
満
州
国
史
編
纂
刊
行
委
員
会
編
『
満
州
国
史
(
各
論
)
』
、
一
九
七

O
年
、
九
二
六
頁
。

(
叩
)
満
鉄
経
済
調
査
会
、
前
掲
書
、
六
八
頁
の
次
、
「
奉
天
省
内
電
話
局
調
査
表
」
。

(
日
)
日
本
電
信
電
話
公
社
、
前
掲
書
、
四

O
七
頁
。

(
ロ
〉
間
世
田
益
穂
「
民
営
電
話
買
収
余
話
」
(
前
掲
『
赤
い
夕
陽
』
)
、
三

O
頁。

(
日
)
日
本
電
信
電
話
公
社
、
前
掲
書
、
四

O
七
頁
。

(
叫
)
同
前
。
ま
た
満
州
電
信
電
話
株
式
会
社
『
株
主
総
会
報
告
書
』
一
九
三
八
年
度
版
に
は
、
「
地
方
電
話
貿
収
ハ
本
年
度
ニ
於
テ
大
略
完
了
セ
リ

:
:
・
斯
ク
テ
全
満
ノ
公
衆
電
話
ハ
警
備
電
話
系
ヲ
除
キ
大
腫
曾
社
通
話
網
ニ
一
編
入
ヲ
了
セ
リ
」
と
報
告
さ
れ
て
い
る
。

日
本
電
電
公
社
、
前
掲
書
、
四

O
六
1
四
O
七
頁
。

間
前
、
四

O
七
頁
。

同
前
、
三
九
O
I三
九
一
、
四
一

O
頁
。
な
お
、
日
本
の
大
手
各
新
聞
社
や
通
信
社
は
、
満
州
を
は
じ
め
中
国
主
要
地
に
特
派
員
を
送
っ
て
い

(

お

)

(
叩
山
)

(

刀

〉

日
本
の
対
中
国
電
気
通
信
事
業
投
資
に
つ
い
て

五
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五
回

た
が
、
こ
れ
ら
の
会
社
は
無
線
機
を
私
設
し
て
本
社
な
ど
と
連
絡
し
て
い
た
。
満
州
で
は
、
と
く
に
満
州
事
変
開
始
直
後
の
報
道
競
争
に
よ
っ
て
多

数
の
無
線
機
が
持
ち
込
ま
れ
、
電
波
管
理
上
も
問
題
を
生
じ
さ
せ
て
い
た
。
ま
た
、
関
内
に
お
い
て
も
、
日
本
の
同
盟
通
信
社
が
上
海
・
青
島
・
天

津
・
漢
口
・
北
平
・
済
南
・
南
京
・
広
東
・
福
州
な
ど
に
中
国
政
府
の
許
可
を
得
ず
に
無
線
機
を
持
ち
込
ん
で
い
る
こ
と
が
発
覚
し
、
一
九
三
六
年

八
月
三
一
日
、
南
京
政
府
外
交
部
は
在
南
京
日
本
大
使
館
に
抗
議
を
申
し
入
れ
て
い
る
。
日
本
外
務
省
は
、
こ
れ
は
「
事
実
無
根
」
と
応
酬
す
る
一

方
で
同
盟
通
信
に
は
取
扱
の
注
意
を
喚
起
し
、
こ
れ
ら
の
違
法
な
私
設
無
線
を
事
実
上
容
認
し
保
護
し
て
い
た
(
外
務
省
東
亜
局
第
一
課
『
昭
和
十

一
月
度
執
務
報
告
』
第
一
冊
、
一
四
六
J
一
四
八
頁
)
。

(
四
)
外
務
省
東
亜
局
第
一
課
、
前
掲
書
、
一
五
一
頁
。

(
臼
〉
一
例
を
あ
げ
れ
ば
、
中
国
政
府
は
、
一
九
三
四
年
以
来
、
江
蘇
・
漸
江
・
安
徽
・
江
西
・
湖
北
・
湖
南
・
河
北
・
河
南
及
山
東
の
九
省
を
連
絡

す
る
長
大
な
長
距
離
電
話
網
の
建
設
を
行
な
っ
て
い
た
が
、
そ
の
機
材
は
北
清
事
変
賠
償
金
の
イ
ギ
リ
ス
持
分
を
引
当
と
し
て
輸
入
さ
れ
て
い
た
。

も
っ
と
も
、
メ
ー
カ
ー
は
、
主
と
し
て

ω
gロ
己
目
邑
吋
巴

8
E回
目
的
待
。
目
立
叩
聞
の
0
・
(ω
寸
の
)
で
あ
り
、
同
社
は

d
・
ω・
〉
・
の

F
H
O
吋口白色
O
D
回目

、吋叩

-
8
Zロ
叩
伶
吋
色
白
開
門
田
町
V

の0
・
Q
凶
吋
)
の
系
列
会
社
で
あ
っ
た
(
同
上
書
、
一
四
六

i
一
四
九
頁
)
。

(
却
〉
向
上
室
一
回
、
一
五
二
一

l
一
五
四
頁
。

(
幻
)
「
北
支
(
巽
察
区
域
)
電
信
電
話
撰
張
改
良
計
劃
案
(
工
務
局
)
」
(
「
支
那
・
通
信
」
『
昭
和
財
政
史
資
料
』
マ
イ
ク
ロ
フ
ィ
ル
ム

R
i
二
八
二

-
O
二一)。

(
幻
)
北
電
会
『
華
北
電
電
事
業
史
』
一
九
七
五
年
、
四
四
一
頁
。

(
部
)
前
掲
、
『
赤
い
夕
陽
』
、
一
三
ニ
J
三
七
頁
。

(
剖
)
前
掲
、
『
電
信
電
話
事
業
史
』
第
六
巻
、
三
九
五
頁
。

む
す
び
に
か
え
て

満
州
事
変
以
後
、
日
本
の
対
中
国
投
資
は
、
借
款
に
代
表
さ
れ
る
間
接
投
資
か
ら
行
政
権
を
掌
握
し
た
占
領
地
へ
の
直
接
事
業
投
資
に

シ
フ
ト
し
て
い
っ
た
が
、
中
国
に
お
け
る
占
領
地
支
配
は
対
列
国
関
係
と
民
族
運
動
へ
の
配
慮
か
ら
「
独
立
国
家
」
形
式
を
と
っ
た
た



め
、
実
権
掌
握
の
要
求
と
の
矛
盾
が
生
じ
た
。
ま
た
、
日
本
で
は
電
気
通
信
事
業
は
軍
事
的
警
察
的
要
求
か
ら
伝
統
的
に
官
営
主
義
で
貫

か
れ
て
き
た
が
、
侵
略
拠
点
で
の
機
動
的
な
投
資
へ
の
軍
事
的
要
求
に
対
し
て
こ
れ
が
障
害
に
転
化
し
て
き
た
。
こ
の
問
題
を
「
解
決
」

す
る
た
め
、
占
領
下
満
州
で
の
電
気
通
信
事
業
の
担
当
機
関
と
し
て
「
二
重
国
籍
」
の
合
弁
特
殊
会
社
方
式
が
選
択
さ
れ
た
の
で
あ
る
。

こ
う
し
て
設
立
さ
れ
た
満
州
電
信
電
話
株
式
会
社
は
、
満
州
内
部
で
は
、
川
種
々
の
既
存
電
話
施
設
の
統
魔
合
、
凶
対
日
通
信
の
整
備

拡
充
、
同
次
の
侵
略
対
象
で
あ
っ
た
華
北
へ
の
政
治
軍
事
工
作
を
支
え
る
華
北
通
信
工
作
な
ど
の
投
資
を
展
開
し
て
行
っ
た
。
こ
の
よ
う

な
満
州
電
々
の
設
立
と
事
業
と
を
貫
く
も
の
は
、
軍
事
的
要
請
に
よ
る
電
気
通
信
事
業
経
営
権
の
掌
握
で
あ
り
、
軍
事
的
課
題
遂
行
に
よ

る
収
益
性
へ
の
阻
害
は
、
軍
事
的
経
済
開
発
に
と
も
な
う
通
信
需
要
の
激
増
と
独
占
的
高
サ
ー
ビ
ス
料
に
支
え
ら
れ
、
少
く
と
も
満
州
事

変
期
に
お
い
て
は
顕
在
化
し
な
か
っ
た
の
で
あ
る
。

満
州
電
々
設
立
と
そ
の
後
の
活
動
を
め
ぐ
っ
て
は
、
日
本
政
府
内
部
で
主
と
し
て
対
外
関
係
へ
の
配
患
と
官
営
主
義
的
伝
統
か
ら
、
か

な
り
の
対
立
が
生
じ
た
。
し
か
し
、
日
中
戦
争
以
後
の
依
偏
政
権
下
の
日
本
占
領
地
で
は
満
州
電
々
の
よ
う
な
私
企
業
形
態
に
よ
る
実
権

掌
握
方
式
が
定
着
し
て
行
っ
た
の
で
あ
る
。

日
本
の
対
中
国
電
気
通
信
事
業
投
資
に
つ
い
て

五
五




